
　　　　　　　主　　　文

一　被告が、昭和五三年（不）第四号不当労働行為救済申立事件について昭和五四
年一〇月五日付でなした不当労働行為救済命令主文第１ないし第６項は、これを取
消す。
二　訴訟費用中、本訴により生じた費用は被告の負担とし、補助参加により生じた
費用は補助参加人の負担とする。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求めた裁判
一　原告らの請求の趣旨
１　被告が昭和五三年（不）第四号不当労働行為救済申立事件について昭和五四年
一〇月五日付でなした不当労働行為救済命令主文第１ないし６項は、これを取消
す。
２　訴訟費用は、被告の負担とする。
二　請求の趣旨に対する被告の答弁
１　原告らの請求を棄却する。
２　訴訟費用は、原告らの負担とする。
三　請求の趣旨に対する補助参加人の答弁
１　原告らの請求を棄却する。
２　訴訟費用は、原告らの負担とする。
第二　当事者の主張
一　請求の原因
１　補助参加人は、被告に対し、原告らを被申立人として不当労働行為に対する救
済の申立をしたところ（大阪府地方労働委員会昭和五三年（不）第四号不当労働行
為救済申立事件）、被告は、昭和五四年一〇月五日付で、原告らに対し別紙の命令
書の主文に記載の通りの命令（以下本件命令という。）を発し、右命令は、同日原
告らに交付された。
２　しかし、本件命令は違法であるから、この取消を求める。
二　被告の認否及び主張
１　請求原因１の事実は認めるが、同２は争う。
２　被告の認定した事実及び法律上の判断は、別紙命令書の理由に記載の通りであ
つて、右事実認定及び法律上の判断は、正当であるから、本件命令は適法である。
３　なお、後記四の２の原告らの主張は争う。
三　補助参加人の認否
　請求原因１の事実は認めるが、同２は争う。
四　被告の右主張に対する原告の認否及び主張
１　別紙命令書理由の第１の１の（１）の事実は認める。
　同（２）の事実は争う。補助参加人の組合員はａを除いた六名である。
　同第１の２及び３の事実は認める。
　同第１の４の（１）の事実は認めるが、（２）の事実は知らず、（３）の事実は
争う。ｂ及びｃが組織した補助参加人組合は、非組合員に対し、補助参助人組合に
加入すれば、旧日産金属工業株式会社（旧日産）が潰れても、強力な支援団体の応
援で、退職金はもちろん解決金の名目で多額の金銭が取れるといつて、加入の勧誘
をしたが、それに批判的であつた非組合員は、それに従わず、自らの判断により、
全金同盟日産金属工業労働組合の方へ加入したものである。
　同第１の５の（１）の事実のうち、旧日産の代表者ｄらが従業員に対し何の理由
も告げずにいきなり工場閉鎖の提案をしたこと、ｆがｇから、「おばはん（ｂ）ら
二人を辞めさせるため、……また戻つてきてくれ。」と告げられたこと、以上の事
実はいずれも争う。ｃとｂの両名は、旧日産の提案を補助参加人組合壊滅手段であ
るとの虚偽の主張をして、滋賀工場への移動、退職、再就職の斡旋のいずれをも容
れなかつたため、旧日産は他に対処の方法がなく、昭和四八年二月中旬頃に大阪工
場の操業を停止せざるをえなくなつたものである。
　同（２）の事実は争う。旧日産の大阪工場閉鎖の最大の理由は、ダイキンの家庭
用空調器部門が滋賀に移転したことにより、ダイキンの下請を主とする旧日産の大
阪工場が不用になつたからである。その外に、旧日産の滋賀工場には新式の機械を
導入してＪＩＳ規格製品を生産できるのに対し、大阪工場では旧式機械しか設置し



てなかつたのでその製作ができないことも理由の一であつたに過ぎないのである。
　同（３）は認める。
　同（４）ないし（８）の事実は争う。
　同第１の６の（１）の事実のうち、昭和五〇年六月頃、旧日産が補助参加人に対
し原告大阪日産を分離することを提案したこと、昭和五〇年六月二八日付協定が交
されたことは認めるが、その余は争う。
　同（２）、（３）の事実は認める。
　同（４）の前段の事実は認めるが、その余は争う。
　同第１の７の（１）の事実は認める。
　同（２）の事実のうち、ｄが、昭和五二年五月一三日、原告大阪日産を訪ね、従
業員に対し、原告大阪日産の閉鎖を提案したことは認めるが、その余は争う。
　同（３）の事実のうち、原告大阪日産の振出にかかる金額一二〇万円の約束手形
が不渡となつたことは認めるが、その余は争う。
　同（４）の事実のうち、前段の部分は認めるが、その余は争う。
　同（５）の事実は争う。
　同（６）、（７）の事実は認める。
　同第１の８の事実は争う。
　昭和五二年の夏季一時金については、当時、原告大阪日産は、その従業員に対す
る賃金の支払いを遅滞しており、右賃金さえ満足に支払えない状況にあつたから、
被告主張の如き夏季一時金に関する合意をする筈がない。このことは、右夏季一時
金に関する協定書が作成されていないところからも明らかである。
　同第１の９の事実のうち、ｈが労災事故によつて受傷したことは認めるが、その
余は争う。
　同第１の１０の事実は認める。
　同第２の点は争う。
２　本件命令の違法
　本件命令は、次に述べるとおり、事実の誤認及び判断の誤謬により法律の適用を
誤まつた違法な命令であるから、その取消を免れえない。
（一）　ｂ外五名の解雇の経緯
（１）　原告らは、もと、原告らと同商号の日産金属工業株式会社という一個の会
社（旧日産）であつて、昭和三一年四月一二日、大阪市＜以下略＞に設立され、昭
和三九年二月、ダイキン工業株式会社（以下、ダイキンという。）の指定外注工場
となり、昭和四一年六月、事業の拡張に伴い、本社及び工場を大阪市＜以下略＞
（現在の大阪日産の所在地）に移転させ、ダイキン堺製作所の家庭用空調器部品の
プレス加工を主に、仕事量のほとんどをダイキンからの注文によつていた。
（２）　ダイキン堺製作所には、産業用空調器部門と家庭用空調器部門とがあつた
ところ、そのうち家庭用空調器部門だけが昭和四五年頃から滋賀県草津市の工業団
地に工場を新築して移転を始め、昭和四六年中頃にはフル生産の態勢に入つた。
　そこで、親会社であるダイキンの右移転に伴う受注、納入等の不便、能率の低
下、さらには、旧日産の工場が住宅地域にあつて、昭和四二年以来、付近の住民か
ら騒音や振動による公害問題での抗議を受けていたことなどから、滋賀県に工場を
移転する計画を立て、昭和四五年一二月、滋賀県甲賀郡＜以下略＞に用地を購入し
て工場を完成させ、昭和四六年から、それを主力工場として稼働させた。
（３）　ところが、旧日産は、大阪と滋賀に工場を分散させたことにより、経営上
多くの困難に直面した。
（４）　そこで、旧日産は、昭和四七年末頃、その大阪工場を閉鎖して、機械等の
工場設備と従業員とを滋賀工場に集約することにし、昭和四八年一月、管理職二名
を含む一〇名余の大阪工場全従業員に対し、昭和四八年二月二八日をもつて大阪工
場を閉鎖し、大阪工場の設備を滋賀工場に移すと同時に、従業員も滋賀工場に移つ
てもらうこと、滋賀工場への移動が困難な従業員には規定の退職金の他に特別な手
当を支給するから退職してほしいこと、再就職希望者には旧日産において就職先を
斡旋すること、以上のことを申し入れた。
（５）　旧日産の右申し入れに対して、管理職二名及び従業員二名が滋賀工場への
転勤を承諾し、ｂ及びｃを除くその余の従業員は、退職勧告に応じたが、補助参加
人に所属したｂ及びｃはそれに応ぜず、総評全国金属労働組合の支援を受けて、支
援団体と共に大阪工場を占拠し、操業の継続を要求した。
　そこで、旧日産は、ｂ、ｃ及びその支援団体の幹部との間で数次にわたる団体交
渉を行なつたが、ｂ及びｃは、昭和四八年二月頃の団体交渉の席で、数十名の支援



労働組合員と共に、旧日産の当時の代表取締役ｄら役員を取り囲み、旧日産に対
し、次のような要求をした。
①　旧日産は、大阪工場の不動産賃借権、機械、什器、備品等一切を労働組合に無
償で譲渡し、当座の運転資金を提供せよ。
②　旧日産が右要求に応じられないならば、ｂ及びｃの一生の生活の面倒をみよ。
右要求に対しｄが沈黙していると、右ｂらは、ｂ及びｃに対し金一〇〇〇万円宛支
払えと要求し、最後には、金三〇〇〇万円宛支払えとの要求をするに至つた。
（６）　ｂ、ｃ及び支援労働組合員は、旧日産が、昭和四八年二月二六日限り大阪
工場の操業を停止し、右要求に応じないとみるや、同日以降連日の如く旧日産の役
員の自宅へ大挙して押しかけ、玄関先において、口々に怒号したり、罵声を発した
り、扉を強打して窓ガラスを割つたり、深夜にいやがらせや強迫の電話をかけた
り、自宅周辺一帯に、旧日産やその役員を誹謗するビラを貼りめぐらし、さらに
は、大挙して滋賀工場に押しかけ、制止を振り切つて工場内に乱内し、工場事務所
の机の上に土足のままで上がつたり、役員をつるし上げたりするなど、ありとあら
ゆる無法な行為を反覆累行した。
（７）　旧日産は、それに耐えかねて、昭和四八年四月一八日、ｂ及びｃの所属す
る補助参加人と、その上部団体である総評全国金属労働組合大阪地方本部を相手方
として、被告に対し、大阪工場を占拠していた支援労働組合員の立退きと、ｂ及び
ｃの退職とを要求して、その斡旋の申請をしたが、補助参加人らがそれを拒否した
ため、不調に終つた。
（８）　補助参加人及び支援団体は、次いで、ダイキンに対して攻撃の鋒先を向
け、ダイキンの本社がある新阪急ビルに連日数十名が押しかけ、ダイキンの下請業
者担当の幹部であるｉ及びｊらを追いまわし、胸倉を掴んでワイシヤツのボタンを
引きちぎるなどの暴行、脅迫を繰返して団体交渉を要求し、それに屈服したダイキ
ンは、団体交渉の席で、旧日産に対し大阪工場の操業を再開できるよう指導するこ
とを約束させられ、旧日産は、ダイキンから因果を含められ、ｂとｃの職場を確保
するだけの目的で、ｄの実弟である専務取締役ｇを責任者とし、滋賀工場の事務職
従業員一名を加えた合計四名をもつて大阪工場を再開した。
（９）　補助参加人の支援団体の労働組合員は、右の余勢をかつて、作業中、無断
で大阪工場内に立ち入り、我物顔に工場内を歩きまわり、旧日産の専務取締役ｇに
対し、勢威を示して威嚇を加え、ダイキンからの発注量がわずかであつて、増員の
必要もなかつたのに、操業再開時に旧日産に強要して締結させた協定を楯に、従業
員の増員を強要し、支援団体において補充要員を斡旋すると称して、畑違いの者を
紹介し、それについての団体交渉を強要したので、旧日産は、昭和四八年八月、や
むを得ず、職業安定所を通じて、ｋ、ｌ、ｈの三名を雇用するに至つた。
（１０）　旧日産は、次の理由から、昭和五〇年八月一日、大阪工場と滋賀工場と
を分割し、法人格を異にする原告らとして発足した。
①　旧日産は、昭和五〇年六月一日当時、滋賀工場の固定資産を担保に、一億〇五
〇〇万円の長期借入金債務と、三五〇〇万円の手形債務とを負担していた。
②　旧日産は、いわゆるオイルシヨツクによる景気の低迷と、慢性不況のもとで
は、当分の間、赤字経営から脱却できず、それを乗り越えるため、保証協会等の公
共金融機関から運転資金等の借入れをするための諸届をするについて、二県にまた
がつて操業していることにより、二重の手続を要するのを回避するため、旧日産を
府県単位に分割して資金繰の便をはかる緊急の必要性があつた。
③　旧日産を大阪と滋賀の二つに分割した場合、各会社に個別の代表者を選任する
ことができ、それぞれ現地で即決的に事務手続をすることができると共に、経営諸
活動（取引先との連絡、受注、営業販売、労務対策等）も、現地でそれぞれに即応
した活発な活動ができる。
　従来は、重要事項の決定及びその運用のため、大阪と滋賀間の往来及び連絡に多
大な不利、不便があつたが、右分割によりそれを解消できる。
④　滋賀県は、びわ湖がある関係で、公害規制が厳しく、また農村地帯でもあるた
め、従業員の生活環境及び生活意識も、都市である大阪とは大いに異なるところ、
大阪と滋賀という異質なものを分割することにより、それぞれの地域に応じた方針
を採り入れて、各地域に即応した対策がたてられる。
⑤　納税上の手続がそれぞれ一本化され、経費支出の面で有利となる。
⑥　分割により、それぞれの経営が独立するため、新規受注先の開拓、新製品の開
発などについて、独自性、責任感、競争意識が生じ、経営活動の積極化と効率化が
期待できる。



⑦　大阪工場においては、資産の七〇パーセントは、償却済みで資本負担が軽く、
借入金、支払手形、金利の負担がないから、諸経費がかからず、そのため、軽量小
物で付加価値の高いものを製作すれば、経営効率が良くなる。
⑧　他方、滋賀工場は、資本負担が大きく、かつ借入金の返済、利息の支払、手形
の割引料の支払だけでも、月額二七〇〇万円を必要とするため、大型、重量物で売
上げ金類の張る製品への転換をせざるをえず、以後新規受注先の開拓に必死の努力
を必要とする。
（１１）　原告大阪日産は、旧日産を分割して、昭和五〇年八月一日に資本金三〇
〇万円をもつて設立され、当初は原告滋賀日産を通じ、ダイキンの下請仕事を受注
することによつて経営を維持し、その後、国鉄関係の製罐加工や、住宅用門扉とフ
エンスの製作をしたり、自社製品として独自にフラワースタンドを開発して発表し
たり、昭和五〇月一〇月には、八〇〇万円の資金を投入してベンダー（鉄板の折り
曲げ器）を購入するなどして、業績向上のために懸命の努力を重ねていたが、慢性
的な景気の低迷の影響を受けて、業績が上らず、昭和五二年に入るや、不振の一途
をたどり、昭和五二年一月以降は、わずか一〇名足らずの従業員に対する給料さえ
支払うことができない状態が六カ月間も続き、昭和五一年九月の決算期において一
七〇〇万円であつた累積赤字が、昭和五二年六月の決算期には三八八〇万円の累積
赤字となるに至つた。
（１２）　そこで、原告大阪日産は、昭和五二年五月一三日の団体交渉において、
補助参加人に対し、目下の難局を打開して事態を収拾することは到底不可能である
から、原告日産を閉鎖したく、その場合、従業員にはできるかぎりの保障を考えて
いることを申し入れ、その後それについて七回にわたる団体交渉を行ない、右の申
し入れを続けたところ、補助参加人は、昭和五二年五月三〇日の団体交渉におい
て、原告大阪日産の代表取締役ｇに対し、原告大阪日産に対する債権者から原告大
阪日産を守つてやるとの口実のもとに、「譲渡協定書」と題する書面をつきつけ
て、それへの署名押印を強要した。
　右書面には、原告日産が不渡りを出したり、銀行取引停止に至つた場合や、その
他同書面に記載された条件を満たす事態が発生した場合には、原告大阪日産の敷地
及び建物の賃借権、建物附属設備、機械、車輛、什器備品一切を補助参加人に譲渡
することという、いわば補助参加人が企業設備を丸取りすることを内容とするもの
であつた。
　しかし、原告大阪日産には、多数の債権者があり、多額の債務を負担していたか
ら、右署名押印に応ずれば、補助参加人とその支援団体のそれまでの行状からみ
て、原告大阪日産の企業設備を補助参助人に丸取りされることが明らかであつたの
で、原告大阪日産の代表者ｇは、原告大阪日産の実印は原告滋賀日産の代表取締役
が保管していると偽つて、右署名押印をかろうじて免がれた。
（１３）　原告大阪日産は、昭和五二年六月一日、額面一二〇万円の不渡手形を出
して事実上倒産した。
　原告大阪日産は、それに至るまで、昭和五二年二月ないし四月には、資金繰りの
ため原告滋賀日産から融通手形を借りて、これを大阪信用金庫で割引いてもらい、
かろうじて倒産を免がれていたが、同金庫は融通手形であることを察知したのか、
昭和五二年五月頃から割引を渋るようになり、他方、原材料の仕入先からは現金決
済を迫られたため、ついに資金繰りができなくなり、昭和五二年五月三一日満期の
手形の決済ができなくなつて倒産するに至つた。
（１４）　原告大阪日産は、右のような事態に陥りながらも、せめて従業員の給料
だけは手当しなければならないと考え、原告滋賀日産にその資金の融通を請うたと
ころ、原告滋賀日産は、当時、原告大阪日産に対し一五〇〇万円にのぼる貸付けを
し、そのため経営危機に当面していたのにもかかわらず、原告滋賀日産所有の工場
建物を担保としてダイキンから一〇〇〇万円の融資を受け、そのうち七〇〇万円を
原告大阪日産に貸し与えた。原告大阪日産は、それをもつて三カ月分の未払給料の
支払、不渡手形の決済、その他昭和五二年七月末の決済に充てた。
（１５）　原告大阪日産は、その後昭和五二年一〇月中頃まで、やり繰算段をして
操業を続けたが、累積赤字に加えて、営業資金も枯渇するに至り、材料の仕入れす
らできなくなつた。
（１６）　そこで、原告大阪日産は、昭和五二年一〇月二八日の団体交渉におい
て、補助参加人に対し、原告大阪日産の閉鎖の申し入れをし、昭和五二年一一月一
九日付書面により、補助参加人に対し、会社解散の意思を表明した。
　かくして、原告大阪日産は、昭和五二年一二月二〇日開催の株主総会の決議によ



り解散し、昭和五二年一二月二六日、従業員のｂ外五名全員（ａは従業員ではな
い。）に対し、昭和五二年一二月三〇日、原告大阪日産の清算事務所において未払
賃金、退職金、解雇予告手当等の支払をする旨を附言したうえ解雇通告をすると共
に、原告滋賀日産が、滋賀銀行石部支部から緊急融資を受けた資金を用意して補助
参加人の組合員の来訪を待つたが、指定期日に指定場所に来なかつた。原告大阪日
産は、昭和五三年一月一一日、それを大阪法務局に供託した。
（二）　原告滋賀日産の解散及び従業員全員の解雇の経緯
（１）　原告滋賀日産が、原告大阪日産と分離以後、原告大阪日産に貸付けた金額
は、前記のｂ外五名の退職金等合計八六八万二〇四六円を含めて二八〇三万一六七
七円であつて、それに原告大阪日産の非労働組合員である事務職員の退職金等一一
一万五六〇三円を含めると、総計二九一四万七二八〇円に達し、これが原告滋賀日
産の経営をも圧迫して、財政困難に陥り、終には、原告滋賀日産の工場閉鎖及び従
業員二四名全員の解雇から会社の解散へと進展した。
（２）　原告滋賀日産は、他方において、前記のとおり、原告大阪日産に対する回
収不能な不良貸付金の累増による営業資金の枯渇に加え、昭和五三年一月頃から、
親会社であるダイキンからの発注の急激な減少により、経営不能の一途をたどるの
みであつて、そのまま推移すれば、昭和五三年三月頃には倒産が必至と予想され
た。
　そこで、原告滋賀日産は、これを未然に防止するため、まず、昭和五三年二月二
〇日、その従業員二四名で構成された日産金属工業労働組合（同盟）にその窮状を
説明して対策を協議し、次いで、昭和五三年二月二三日、ダイキンの幹部と会談し
て、自己の窮状を説明したうえ、ダイキンからの強力な資金援助及び発注量の増加
等を懇請し、もしそれが容れられなければ、ダイキンにおいて、原告滋賀日産を吸
収してくれるよう申し入れたが、そのいずれをも拒否されたので、不渡倒産等不慮
の事態を避けるため、ダイキンのｍ購売次長を通じ、ダイキンから、昭和五三年三
月末日をめどに、右同盟の協力を得て、内整理のため工場を閉鎖することのやむな
きことを説明して了承を得た。
　なお、その際、原告滋賀日産とダイキンとの間で、原告滋賀日産がダイキンから
貸与されていた金型（約一五〇〇面、時価三億円相当）の返却について、ダイキン
が一挙にそれを引揚げれば、原告滋賀日産の作業は即日停止して、原告滋賀日産の
内外においてパニツク状態をひき起こすことになるとして、内整理の段階において
徐々に搬出することとする旨の合意が成立した。
（３）　それに基づいて、原告滋賀日産は、役員全員が手分けをして、内整理の作
業に着手したが、その直後である昭和五三年二月二五日（同日は滋賀日産の定休日
であつた。）の午前七時前、ダイキンのｍ次長から、電話で、原告滋賀日産のｎ業
務課長に至急出社するようにとの要請があり、同課長が午前七時一五分頃、原告滋
賀日産へ出社したところ、既に工場内には、ダイキンから派遣されたリフト三台、
レツカー車一台、トラツク一〇台、バス一台と作業員約六〇名が待機しており、ｍ
次長は、いきなり同課長に対し、かねて原告滋賀日産とダイキンとの間で交わされ
ていた購買基本契約たる「契約解除通知および貸与品引揚げ通知書」と題する文書
を手渡したが、同課長は、状況を直ちに察知し、原告滋賀日産の代表取締役の了解
なしに右金型等を引揚げることを拒否した。ｍ次長は、その場で、原告滋賀日産の
代表取締役ｄに電話し、右金型等を引揚げる旨通告したところ、それに驚いた同人
が原告滋賀日産の工場に駆けつけたが、そのときには、ダイキンから派遣された作
業員が右金型等を手当り次第に搬出していたため、同人がｍ次長に激しく抗議し
て、自分の乗用車を工場出入口に駐車させてその搬出を妨害しようとするも、右作
業員はリフトで右乗用車を排除し、右金型等を実力で搬出してしまつた。
　ｍ次長がｄに説明したところの右搬出に至つた理由は、右搬出は不本意ではある
が、右金型によつて製造されている部品のダイキンへの供給が滞ると、ダイキンの
製造ラインも停止し、それによりダイキンは一日数億円もの損失を被るからである
との趣旨であつた。
（４）　原告滋賀日産は、右搬出の当時、内整理につき労働組合との話合いが円滑
に進行し、昭和五三年二月末日支払の手形決済の資金も、中小企業金融公庫から三
〇〇〇万円の融資を受けて切り抜けるめどもついていたが、右搬出により、右融資
を拒否されたうえ労働組合側からは、右搬出につき、ダイキンとｄとの間で事前に
打合わせたのではないかとの疑念をもたれ、更には、右搬出が債権者にも知れて、
原告滋賀日産の周囲は、大混乱となつた。
　それでも、真相が判明するにつれて、労働組合にも、債権者にも、右搬出がダイ



キンによる抜打ち的行為であつたことが理解され、結局、昭和五三年三月一五日、
労働組合との間で、労働組合は、原告滋賀日産の解散に伴う組合員二四名全員の解
雇、及び、それらの者に対する未払賃金、解雇予告手当、退職金として合計二六六
三万九二〇一円の支払いについて同意すること、並びに、原告滋賀日産が右支払を
なしたときは、労働組合において工場や事務所の占拠その他の清算を妨げるべき行
為は一切しないこととの協定を締結するに至つた。
（５）　かくして、原告滋賀日産は、中小企業金融公庫との間で、融資についての
交渉を再開し、原告滋賀日産の不動産を担保として三〇〇〇万円を借入れ、それを
もつて、労働組合に二六六三万九二〇一円を、非労働組合員である事務職員六名に
約四〇〇万円をそれぞれ支払い、昭和五三年三月二五日開催の株式総会において、
解散決議をし、解散登記を経由した。
（６）　その後、原告滋賀日産は、まず、工場内の機械、什器、備品等一切の売却
をし、次いで、工場、事務所建物、敷地等全資産を売却し、それらの売却代金等合
計一億五三五五万五八四〇円を、中小企業金融公庫、取引銀行、一般債権者に対す
る負債合計一億六一五三万四三七二円及び法人税、地方税合計一二二五万九〇〇〇
円の内入弁済に充当するなどして清算手続を実施したが、なおかなりの残債務があ
るため、清算手続の結了には至つていない。
（三）　本件命令の違法、不当性
（１）　企業主は、企業を解体し、事業を廃止する自由を有している。従つて、企
業主が、経営上の理由から企業を解体して従業員を解雇することは正当であつて、
それが不当労働行為となることはありえない。
　即ち、営業の自由は、職業選択の自由の一側面として、憲法の保障するところで
あるが、それは、組織的には、その欲する企業を形成し、改造・譲渡し、廃止する
自由を、行為法的には、その欲する企画に従つて経営活動を営む自由を保障するも
のである。
　他方、不当労働行為を禁止するのは、企業内における労働者の労働組合活動の自
由を確保させて、企業内における労使対等の原則を維持させるものであるから、不
当労働行為制度は、企業の存在を前提としてはじめて成立するものである。
　従つて、仮に、企業の解散の動機において不当労働行為意思を蔵していたとして
も、解散が虚偽ないしは擬装のものでない限り、解散決議により、不当労働行為制
度の存在の前提である企業自体が消滅してしまうことになるから、解散について不
当労働行為の問題を生ずる余地はない。
　これを本件についてみると、次のとおりとなる。
　原告大阪日産は、前述の如く、数年にわたつて、経営維持のために最大の努力を
積み重ね、原告滋賀日産も、それに最大限の支援をしてきた。しかし、原告大阪日
産は、万策尽きて、営業の廃止の外にない事態となり、原告大阪日産を支援してき
た原告滋賀日産も、その影響を受けて企業閉鎖をせざるをえない破局を迎えた。
　従つて、原告らの解散が擬装のものでないことはもちろん、被告主張の如き、労
働組合の壊滅を意図してなされたものではない。
　そもそも、企業は、労働組合を存続させるためにのみ存続しているのではなく、
企業をめぐつて多数の取引関係が成立しているものであるところ、企業を解散する
ということは、それをも失わせることになるから、企業主は、他の利害関係者等か
らの制約と、自らの企業経営意欲とに縛られて、相当な理由がない限り、企業を廃
止することはありえない。
　ところが、被告は、旧日産が補助参加人の存在を嫌悪していたことなど、数個の
理由をあげて、原告大阪日産の解散と従業員の解雇は、補助参加人の壊滅を企図し
てなされたものとしたうえ、右解雇は、不当労働行為であるから、無効であると結
論付け、既に営業活動を停止し、収益の方途を失い、しかも原告滋賀日産の解散に
よつてその支援をも失つてしまつていた原告大阪日産に対し、解雇通告日である昭
和五二年一二月二六日以降、前記ｂらを解雇がなされたものとして取扱い、賃金相
当額の支払を命じているが、これは、前記のとおり、まつたく不当である。また、
原告滋賀日産について、原告大阪日産は、原告滋賀日産と法人格を異にするも、業
務内容等を共通にし、原告大阪日産独自の経営活動がみられないから、原告大阪日
産は、原告滋賀日産と実質上同一の企業であるとして、原告大阪日産のなした不当
労働行為について、原告滋賀日産もその責任を負うべきであるとしながら、原告滋
賀日産は、昭和五三年三月二五日に解散し、その従業員は全員退職するに至つてお
り、それが不当労働行為になるものとは認められないから、原告大阪日産による右
不当労働行為による原告滋賀日産の右責任も、賃金等の支払に関しては、昭和五三



年三月二五日までに限られると結論し、なお、原告大阪日産の解散は、擬装と認め
られないから、それを理由とする原告大阪日産再開の申立は容れられないとしてい
る。しかし右は、まず、独自の経営活動がみられず、原告滋賀日産の一部門に過ぎ
ない原告大阪日産に対して、賃金等の支払義務を無限定に負わせながら、共同責任
者たる原告滋賀日産の支払義務を原告滋賀日産の解散日までに限定したのは、本末
転倒であつて、原告滋賀日産の支払義務をその解散日までに限定するならば、原告
大阪日産についてもその解散日までに限定されるべきである。次に、原告大阪日産
の解散が擬装でないとするならば、解散は、真の解散であつて、それは、企業がそ
の主体を消滅させて、他との法律関係をすべて解消させることを目的とするもので
あるから、労働者としては、解散によつて生ずる結果を受忍するほかはなく、不当
労働行為を論ずる余地がないというべきところ、被告は、本件命令において、右解
散及びそれによる解雇を不当労働行為であると判断した誤りを犯しており、更に
は、解散により営業活動を停止し、将来収益を期待しえない清算法人に対し、解雇
された従業員を解雇されなかつたものとして扱い、賃金の支払という実現不可能な
ことを命じた点において誤りを犯している。
（２）　本件命令は、原告大阪日産が、昭和五二年七月頃、補助参加人に対して、
昭和五二年夏季一時金について、一人当り賃金一カ月分と一律一〇万円を支払うこ
とを約したことを認定して、別紙命令書主文１の（２）の命令を出しているが、原
告大阪日産は、昭和五二年に入つてから、従業員に対して賃金すら満足に支払えな
い窮状に陥り、昭和五二年五月末日には、不渡手形を出すまでに追いつめられてい
たから、補助参加人から夏季一時金を世間並みに支給せよとの要求はあつたが、そ
の賃金を調達できる見込みもなく、右要求に対し、積極の回答を与えなかつたもの
である。従つて、右命令は不当である。
（３）　本件命令は、ａと原告大阪日産との関係について、ａが昭和五二年七月一
八日頃から原告大阪日産においてプレス関係等の仕事に従事していたこと、市岡社
会保険事務所が、昭和五二年七月二三日付で、ａに対し、原告大阪日産を事業所と
する健康保険被保険者証を交付したこと、ａが昭和五二年七月分ないし九月分の賃
金を原告大阪日産から受領したこと、原告大阪日産がａに解雇通告をしていないの
は単なる手続上の過誤にすぎないことから、ａが昭和五二年七月一八日頃から原告
大阪日産に雇用されたものと認めて、別紙命令書主文２の命令を出している。しか
し、原告大阪日産は、前記のとおり、昭和五二年に入つてから、従業員の賃金すら
満足に支払えない窮状に陥り、昭和五二年五月末には、不渡手形を出したのである
が、その直後、補助参加人を支援していた全国金属労働組合田中支部青婦部所属の
ｏが、ａを連れて、原告大阪日産に押しかけ、債権者から原告大阪日産を守つてや
るとの名分でａの雇用を強要したのに対し、原告大阪日産は、かねて総評全国金属
労働組合大阪地方本部大正ブロツクの幹部から、右田中支部の推薦にかかる者を雇
用すると会社を潰されると説明されていたので、債権者に対しては、戸締りを厳重
にして自衛措置を構ずると答える一方、ａに対しては、その雇用を拒絶したのにも
かかわらず、補助参加人と右ｏは、無断で、ａを、原告大阪日産の工場二階の更衣
室に寝泊りさせ、それ以来、原告大阪日産の抗議に対しては、支配介入であると反
論して、聞き入れず、ａをして原告大阪日産の作業を手伝わせ、原告大阪日産の経
理担当者ｐを脅して、アルバイト料名下に金員の支払をさせ、また、市岡社会保険
事務所に虚偽の申し立てをして右被保険者証の交付を受け、更に、原告大阪日産の
所在地にａの住民登録をしたものであつて、原告大阪日産は、ａと雇用契約を締結
したことはなく、従つて、解雇通告をする必要もなかつたのであるから、右命令は
不当である。
（４）　本件命令のうち、別紙命令書主文３の不当なことは、左（１）に述べたと
おりである。
（５）　本件命令は、別紙命令書主文４において、ｈに対する労災一時金及び休業
補償給付の法定外補償金の支給を命じている。しかし、そもそも原告大阪日産の工
場は、補助参加人組合員らに占拠されて、その中にあるプレス六台、熔接機三台、
ボール盤二台、その他工具類を処分できないため、その支払ができないのであるか
ら、右命令は、この点で不当であるのみならず、右命令は、次の理由によつても不
当である。
　まず、補助参加人が、本件不当労働行為救済命令の申立てにおいて、ｈの労働災
害による一時金及び休業補償給付の法定外補償を請求している根拠は、原告滋賀日
産と補助参加人との間で交されたとされる昭和四八年一一月三〇日付協定書（丙第
一九号証）の四項の労働災害補償協定に基づくものと思われるが、右協定書は、丙



第一五号証の一ないし四の確認書、丙第一八号証の三の謝罪書等と同じく、補助参
加人組合員とその支援労働組合員ら数一〇名が原告滋賀日産の代表者ｄを取り囲
み、監禁状態のもとで、長時間にわたり、こづいたり、蹴とばしたりの暴行脅迫を
加えたうえ、補助参加人が予め条項全文を記載した文書をｄに突きつけて、無理矢
理署名、指印させたものであるから、右補償を請求する根拠とはなしえず、原告滋
賀日産は、右協定書四項の意思表示を強迫による意思表示として、原告ら提出の昭
和五六年三月三〇日付準備書面において取消の意思表示をし、右意思表示はその頃
補助参加人代理人に到達した。従つて、右協定書はこれにより失効した。
　仮に右協定が有効であつたとしても、補助参加人には、ｈ個人の右補償請求権
を、裁判外においても、労働委員会や、裁判上においても、同人に代つて管理、行
使する資格はない。これを、労働委員会に対する救済命令申立てについてみるなら
ば、右救済命令は、使用者が行なつた労働慣行に対する不公正な違反について、使
用者をしてそれから生じた結果を事実上排除させ、それがなかつたならばあつたで
あろう状態、即ち原状を回復するための必要な措置を講ぜしめると共に、労働組合
主義の労働慣行（自由平等な団体交渉の原則、そのための自由かつ自主的な団結と
争議の自由の原則）を正常な状態におくことを目的とする行政処分であるから、右
原状回復は、その行為の効力とは無関係に、事実上の措置として命ぜられることを
要し、救済の範囲は、原状回復に必要な範囲に限られるべきであつて、労働委員会
は、原状回復としての復職命令等を発することはできても、私法上の権利の確定な
いしはその実現を命ずる権限を有しない。労働者が私法上の権利の確定ないしはそ
の実現を求めるのは、司法裁判所に対してであつて、行政委員会たる労働委員会に
それを求めることはできず、労働者にそれができない以上、補助参加人がそれをで
きないのは当然の帰結である。ｈの前記補償請求権は、まさに原状回復とはなんら
の関わりはなく、それについての救済命令は、不適法である。
　なお、不当労働行為としての不利益取扱いは、過去または他との比較において判
断されるべきものであるが、被告は本件命令において、ｈが労働組合員であるから
という理由のみから本件命令を発しているのであつて、比較の対象についてなんら
明らかにしていないから、この点からも不適法である。
（６）　本件命令は、別紙命令書主文５において、原告らに対し、その事業の再開
を前提として、前記ｂらの原職復帰を命じているが、原告らの事業の再開はありえ
ないから、右命令は不当である。
（７）　本件命令は、別紙命令書６において、原告らに対しポスト・ノーテイスを
命じているが、原告らを消滅させたｂ及び補助参加人らこそ厳しく指弾さるべきで
あつて、補助参加人らに破壊されたともいうべき原告らに対し、右ポスト・ノーテ
イスを命ずるのは不当である。
（四）　結語
　以上述べたとおり、本件命令はすべて違法かつ不当なものであるから、原告らは
それに従うことはできず、その取消を求める。
五　前記四の２の原告らの主張に対する補助参加人の認否
１　前記四の２の（一）の（１）の事実は認める。
　同２の（一）の（２）の事実中、ダイキン堺製作所には産業用空調器部門と家庭
用空調部門とがあつたところ、そのうち家庭用空調器部門だけが昭和四五年頃から
滋賀県草津市の工業団地に工場を新築して移転を始め、昭和四六年頃にはフル生産
の状態に入つたこと、旧日産は親会社であるダイキンの右移転に伴つて受注、納入
等の不便、能率の低下をしたこと、旧日産が滋賀県に工場を移転する計画を立て、
昭和四五年一二月、滋賀県甲賀郡＜以下略＞に用地を購入して工場を完成させ、昭
和四六年からそれを主力工場として稼動を始めたこと、以上の事実は認めるが、旧
日産の工場が住宅地域にあつて、昭和四二年以来付近の住民から騒音や振動による
公害問題での抗議を受けていたことは否認する。
　同２の（一）の（３）の事実は否認する。
　同２の（一）の（４）の事実中、旧日産は、昭和四七年末頃大阪工場を閉鎖して
機械等の工場設備と従業員とを滋賀工場に集約することにしたことは不知、その余
の事実は認める。
　同２の（一）の（５）の事実中、旧日産の申し入れに対して補助参加人に所属し
たｂ及びｃはそれに応ぜず、総評全国金属労働組合の支援を受けて操業の継続を要
求したこと、旧日産は、ｂ、ｃ及びその支援団体の幹部との間で数次にわたる団体
交渉を行なつたことは認めるが、その余の事実は否認する。
　同２の（一）の（６）の事実中、ｂ、ｃ及び支援労働組合員が旧日産の役員の自



宅や滋賀工場を訪ねたこと、ビラを貼つたことは認めるが、その余の事実は否認す
る。
　同２の（一）の（７）の事実中、旧日産が耐えかねたこと、支援労働組合員が大
阪工場を占拠していたことは否認するが、その余の事実は認める。
　同２の（一）の（８）の事実中、ダイキンが補助参加人と団体交渉をもつたこ
と、ダイキンは旧日産に対し大阪工場の操業を再開できるよう指導することを約束
したことは認めるが、その余の事実は否認する。
　同２の（一）の（９）の事実中、補助参加人の支援団体が補充要員を斡旋したこ
と、それについて団体交渉がもたれたこと、旧日産は昭和四八年八月職業安定所を
通じてｋ、ｌ、ｈの三名を雇用したこと、以上の事実は認めるが、その余の事実は
否認する。
　同２の（一）の（１０）の事実中、旧日産は昭和五〇年八月一日大阪工場と滋賀
工場とを分割し、それぞれ法人格を異にする原告らとして発足したことは認める
が、その余の事実は否認する。
　同２の（一）の（１１）の事実中、原告大阪日産は昭和五〇年八月一日資本金三
〇〇万円をもつて設立され、当初は原告滋貿日産を通じてダイキンの下請仕事を受
注することによつて経営を維持したこと、原告大阪日産は昭和五〇年一〇月にはベ
ンダー（鉄板の折り曲げ器）を購入したこと、原告大阪日産は昭和五二年一月以降
従業員に給料を支払わなかつたこと、以上の事実は認めるが、その余の事実は否認
する。
　同２の（一）の（１２）の事実中、原告大阪日産は昭和五二年五月一三日の団体
交渉において補助参加人に対し大阪日産の閉鎖を申し入れたこと、その後七回にわ
たる団体交渉で右申し入れを続けたこと、「譲渡協定書」と題する書面には、原告
大阪日産が不渡りを出したり銀行取引停止に至つた場合や、その他同書面に記載さ
れた条件を満たす事態が発生した場合には、原告大阪日産の敷地及び建物の賃借
権、建物の附属設備、機械、車輛、什器備品一切を補助参加人に譲渡することが記
載されていること、原告大阪日産の代表表ｇは原告大阪日産の実印は原告滋賀日産
の代表取締役が保管していると発言したこと、以上の事実は認めるが、その余の事
実は否認する。
　同２の（一）の（１３）の事実中、原告大阪日産が昭和五二年六月一日額面一二
〇万円の不渡手形を出したことは認めるが、その余は争う。
　同２の（一）の（１４）の事実中、原告滋賀日産がその所有の工場建物を担保と
してダイキンから一〇〇〇万円の融資を受け、そのうち七〇〇万円を原告大阪日産
に貸し与え、原告大阪日産はそれをもつて三ケ月分の未払給料を支払つたことは認
めるが、その余は争う。
　同２の（一）の（１５）の事実は不知。
　同２の（一）の（１６）の事実中、原告大阪日産は、昭和五二年一二月二〇日開
催の株主総会の決議により解散したこと、ａは原告大阪日産の従業員でないこと、
以上の事実は否認するが、その余の事実は認める。
２　同２の（二）の（１）ないし（４）は争う。
　同２の（二）の（５）の事実中、原告滋賀日産が解散登記をしたことは認める
が、その余は争う。
　同２の（二）の（６）の事実中、原告滋賀日産が清算手続を結了していないこと
は認めるが、その余は争う。
３　同２の（三）は争う。
六　補助参加人の主張
１　補助参加人の労働組合結成の理由
（一）　補助参加人組合は、昭和四七年一〇月一一日に結成されたものであるが、
その当時における旧日産の労働条件は著しく前近代的であり劣悪であつた。その具
体的状況は、次に例示する如きであつた。
（１）　賃金について
　補助参加人の委員長であるｂの昭和四七年三月当時の日給は、入社三年目にして
わずか一四〇〇円であり、当時の大阪における最低賃金が一三九〇円であつたこと
に照しても、著しく低賃金であつた。ちなみに、旧日産の従業員一八名の賃金総支
出額は、一ケ月約一〇八万円であつた。
　このような旧日産の従業員の低賃金に対して、その取締役三名の報酬は一ケ月合
計一三二万円にもなつていた。
　右のとおり、旧日産従業員は、旧日産から苛酷に搾取されていた。



（２）　有給休暇使用についての労働基準法違反行為
　旧日産においては、昭和四六年以前において、年次有給休暇をわずか三日間に制
限されていたが、従業員からの労働基準法に違反するとの指摘を受けて、その後六
日間に改められた。
　しかし、その後も、年次有給休暇をとつたことに対して適正な賃金が支払われな
いなどの労働基準法違反行為が繰返され、昭和四六年二月においては、六日間の年
次有給休暇日数の総べてについて、賃金の六〇パーセントしか支払われなかつた。
また、昭和四七年二月には、一ケ月前から年次有給休暇の申請をしたのにもかかわ
らず、五日間の年次有給休暇について、そのうち四日間を欠勤扱いとし、賃金を支
払わなかつた。更には、昭和四七年九月、事前に年次有給休暇の申請をしたのにも
かかわらず、それを欠勤扱いとし、賃金を支払わなかつたし、本来二日分支給され
ることになつていた皆勤手当も、一日分しか支給されなかつた。
（３）　被災害労働者に対する非人間的処遇
　旧日産は、従業員二名が労働災害によつて負傷し、それが治癒していないのにも
かかわらず、労働を強要し、労働災害補償をしないまま退職を余儀なくさせた。
（４）　時間外労働の強制
　旧日産は、昭和四六、四七年に昼休みの四〇分間において、女子従業員に対し便
所の掃除を強制し、また三六協定が締結されていないのに、終業時刻である午後五
時以降において、整理作業を強制し、しかも時間外手当を支払わなかつた。
（５）　退職金について
　旧日産には退職金規定が無く、退職金がまともに支払われたことはなかつた。
（６）　賃金の未払
　旧日産は、昭和四七年五月、一方的な都合により出勤日を休暇とし、それを年次
有給休暇に充てさせて、その賃金を支払わなかつた。
（二）　そこで、右のような前近代的、劣悪な労働条件を改善し、労働者の労働条
件の向上と権利の確立とを目的として、補助参加人が結成された。
　右の目的は、補助参加人の結成と同時に、旧日産に提示された要求書の内容（有
給休暇の確立、退職金制度の明示、賃金引上げ、会社の都合による休暇の場合の賃
金保障）から明らかである。
２　旧日産による第二組合結成への策動
（一）　旧日産は、補助参加人組合が結成されるや、それを嫌悪し、直ちに反組合
策動を開始し、第二組合である全金同盟日産金属工業労働組合（以下、同盟と略称
する。）を結成させるに至つた。
（二）　同盟は、補助参加人組合を抑圧、壊滅させる目的で、旧日産により、意図
的に結成されたものである。
　このことは、昭和四七年一一月九日付で作成された旧日産と同盟との間の労働協
約書の表紙に、日産金属工業株式会社との文字がタイプで打刻されていることから
窺い知ることができる。
　実際にも、旧日産は、同盟を、補助参加人の組合活動を抑制し、補助参加人の旧
日産に対する要求を押さえるために利用した。例えば、昭和四七年度の年末一時金
の交渉について、旧日産は、補助参加人を労働組合として認めず、「滋賀で労働組
合を結成しているところであるからそれまで待て。」との理由で、補助参加人から
の再三にわたる団体交渉の要求を拒否し、旧日産と同盟との間で妥結した後に初め
て団体交渉に応じ、その後も、「同盟と同一条件で妥結せよ。」と迫つた。同盟の
御用組合的性格は、昭和四八年二月二七日の補助参加人と旧日産との団体交渉の
際、同盟の組合長であつたｑが旧日産側の一員として出席し、「旧日産の会社解散
に応ぜよ。」との発言をしたこと、旧日産からの閉鎖の提案後に、大阪に来て、従
業員の退職工作を行なつたことから裏付けられる。また、旧日産は、同盟結成後、
補助参加人組合を壊滅させるため、大阪本社工場の従業員に対し、補助参加人組合
への加入を拒否して同盟へ加盟するよう、種々の工作を施した。
（三）　その結果、旧日産大阪工場における補助参加人の組合員数は、増加しなか
つた。
　これは、ひとえに旧日産による右工作の結果である。
３　旧日産による擬装工場閉鎖の策動と不当労働行為
（一）　旧日産の大阪工場閉鎖提案から再開までの経過は、別紙命令書理由の第１
の５に記載のとおりである。
（二）　原告らは、工場閉鎖の提案の理由として、大阪と滋賀に工場を分散したこ
とにより、旧日産は経営上あまたの困難に直面するようになつた旨主張する。



　しかし、右は、決して大阪工場の工場閉鎖の真の理由ではない。このことは、工
場閉鎖問題に関し、度々団体交渉がもたれてきたが、一度としてそのような理由が
述べられたことはないこと、ダイキンから旧日産金属に発注される空調器部門は、
主として、家庭用空調器部門がダイキン滋賀工場から旧日産滋賀工場へ、産業用空
調器部門がダイキン金岡、淀川及び堺工場から旧日産大阪工場へ別れて発注されて
おり、両工場は機能を分担していたこと、工場の分散は、企業の規模にかかわらず
一般に数多く存在するところであつて、それによつて経営上の困難を生じることは
考えられず、実際にも、そのような経営困難は生じていなかつたこと、などから明
らかである。
　工場閉鎖の提案当時、旧日産は、全体として順調な経営を営んでおり、およそ大
阪工場を閉鎖する理由はなかつた。
（三）　旧日産が、大阪工場の閉鎖を提案したのは、経営上の理由からではなく、
補助参加人の破壊を企図したものに外ならない。即ち、補助参加人は、その結成
後、前記の如き要求書を掲げて労働条件の改善、及び労働者の権利の確立を明確に
宣言して、補助参加人の委員長ｂの有給休暇に対する未払賃金を支払わせたり、し
ばしば団体交渉をもつて、補助参加人の存在及び交渉権を確認させ、更には、昭和
四七年度冬季一時金の支給、及び昭和四八年一月以降の賃金引上げを容れさせる成
果をあげた。旧日産は、補助参加人の右の如き基本姿勢と組合活動とを著しく嫌悪
し、前記の如き御用組合の結成、補助参加人組合への加入の妨害、冬季一時金交渉
に際しての補助参加人の無視、その他後述の如き労務屋の導入と組合員に対するい
やがらせの挙に出たが、それらは、いずれも不成功に終つた。そこで、旧日産は、
大阪工場には嫌悪すべき補助参加人が存在し、大阪工場を閉鎖すれば、組合員が滋
賀工場へ転勤することは不可能であるから、退職せざるをえなくなり、その結果、
補助参加人を消滅させることができるであろうし、仮に転勤ができたとしても、補
助参加人の上部団体、支援団体からの援助が不可能となり、そうなれば、女性二名
のみで構成されている補助参加人を破壊することが容易になるものと判断して、滋
賀工場は、昭和四五年一二月に新設され、昭和四六年から稼動を始め、昭和四七年
一〇月の補助参加人の結成まで、大阪工場及び滋賀工場が共存し、大阪工場の閉鎖
などまつたく問題となつたことはなかつたのにもかかわらず、補助参加人の結成後
二、三ケ月足らずの間に、前記の如き様な補助参加人に対する嫌悪及び壊滅策を講
じたうえ、その意図を貫く手段として、大阪工場の閉鎖の提案をするに至つたもの
である。
（四）　また、旧日産による大阪工場閉鎖の提案は、次のとおり補助参加人組合員
に対する恫渇の手段としてなされたものであつた。
　旧日産の専務取締役ｇは、昭和四七年一二月一二日、旧日産の事務所において、
前記ｂ及びｃの両名に対し、なんらの理由も明らかにすることなく突然に、「昭和
四八年一月いっぱいで会社を閉鎖する。」と申し渡した。右ｇは、その前日には、
大阪工場をモデル工場にすると提案したばかりであつたのである。
　しかし、右提案は、補助参加人の上部団体の地域役員の交渉によつて、一旦は撤
回された。
　旧日産は、右提案により、補助参加人を恫喝すると共に、昭和四七年一二月二三
日、一時金についての団体交渉の際、突如、旧日産側の一員として、労務屋である
ｒを加えた。同人は、かつて他の会社において労働組合対策に従事してきたもので
あるが、団体交渉の当日初めて旧日産に姿を現わし、その後も旧日産の仕事は一切
せず、労働組合対策のみに携わつていたものであつて、いわゆる労働組合壊滅のた
めに雇われた労務屋であることが明らかであつた。
　右ｒは、昭和四八年一月、前記ｂ及びｃに対して、退職を強要したり、他の従業
員に対し、「右両名の退職に協力してほしい。」旨働きかけるなど、補助参加人の
破壊のための言動を続けた。
（五）　前記ｂ及びｃの両名は、いずれも主婦であつて、しかも夫や子供と同居し
て夫と共稼ぎをしていたから、滋賀工場へ転勤することは、家庭の破壊をもたらす
ことは火を見るより明らかであつたのであり、旧日産は、このことを充分知りつ
つ、右両名に転勤か退職かの二者択一を迫つたものであつて、二者択一とはいいな
がら、退職の途しか残されていなかつた。就職先の斡旋をするといいながら、それ
も実際にはなされず、結局は、体の良い右両名の追い出し策にほかならなかつたの
である。
　他方、旧日産は、補助参加人の組合員である右両名に対し、昭和四八年一月一五
日の工場閉鎖提案に至るまで、執拗に退職工作をしており、昭和四八年二月三日頃



には、旧日産の専務取締役ｇにおいて、従業員のｆに対し、「おばはん（ｂ）ら二
人を辞めさせるために工場をいつたん閉めるから、一ケ月位下請の不二金属という
企業で働いてくれ。おばはんらが辞めたら再開するから、また戻つてきてくれ。」
と擬装退職を勧告したのであつて、旧日産の計画に従つて退職した従業員について
も、工場閉鎖に合理的理由があつて退職したものである。
　そもそも、前近代的、劣悪な労働条件の下で、短期間で辞めていく従業員が多い
旧日産においては、閉鎖の提案がなされれば、その理由の有無を問わず退職する者
が多く出ることはもとより、理由がなく右提案がなされるような会社に対しては、
嫌気を催し、将来に対する希望を失つて辞めていく者が多出することも当然の事象
であり、中小企業においてはそれに抗すべき手段もないのが実態である。転勤につ
いても、同様の理由から、会社の言うがままにならざるをえない。
　旧日産は、従業員の右の如き心理状態を利用し、補助参加人の組合員について
も、同様の状態に追い込むことにより、退職せざることを得なくすることを企図し
て、右ｂ及びｃを追い出すことを策したものである。
４　大阪工場再開後の旧日産による不当労働行為
　旧日産の大阪工場は、昭和四八年七月に再開されたが、右再開後も、旧日産の補
助参加人に対する嫌悪の姿勢は変らなかつた。すなわち、
（一）　旧日産は、昭和四八年七月一一日頃から同年一〇月一三日頃まで、ｐ総務
課主任を使つて、補助参加人組合員の行動を逐一チエツクし、行動監視記録を作成
した。このことは、昭和四八年一一月一日になつて発覚し、右ｐ主任及びｄは、右
事実を認め、補助参加人に対し謝罪した。
（二）　旧日産は、旧日産と補助参加人間の昭和四八年七月四日付協定書の事前協
議及び同意約款を無視し、女子従業員三名及びｓ技術部長とｔ（ｈとは別人）人事
部長を一方的に雇用したが、これは、補助参加人に対する対策であつた。
５　大阪日産と滋賀日産への法人分離
（一）　旧日産は、昭和五〇年七月一日、本社を現在の原告滋賀日産の所在地へ移
転し、昭和五〇年八月一日、原告大阪日産と原告滋賀日産とに分離された。その経
過は、別紙命令書第一の６に記載のとおりである。
（二）　法人分離について問題となるのは、旧日産から昭和五〇年六月に提案され
た法人分離の意図である。
　原告は、法人分離の理由として、前記四の２（一）（１０）①ないし⑧の八項目
を挙げているが、それは、いずれも、旧日産が昭和五〇年六月六日に提出した分割
目論見書に記載されているところのものと同一である。
　しかしながら、それはいずれも法人分離の理由になりえないものである。即ち、
①は、単なる事実の記述に過ぎないのであつて、法人分離の根拠を示したものでは
なく、しかも、右事実自体も、法人分離と無関係のものである。②ないし⑤は、複
数の工場を有する企業が多数存在し、各工場毎に機能を分担し、適切に運営されて
いる世間一般の通例から考えて、それ自体分離の必要性を導き出すものではない。
⑥については、二個の法人となれば、むしろ競争意識が鈍摩することが通例となつ
ていることからして、分離の理由たりえない。⑦、⑧も単なる事実の記述であり、
それらは、各工場の個性を生かすという健全な運営のための手段たりえても、法人
分離の理由とはならない。
　以上の如く、原告が理由としているところのものは、いずれも法人分離について
の経営上の合理性を理由付けておらず、法人分離をもつともらしく説明するための
理屈に過ぎない。
　右法人分離の真の意図は、次のとおり、別のところにあつたのである。即ち、第
一に、滋賀工場に大阪工場の労使関係についての責任が及ぶことを回避すること、
第二に、大阪工場における労働条件が滋賀工場の労働条件に影響を及ぼす事態を回
避すること、第三に、これが最も重要であるが、大阪工場のみを閉鎖し、原告滋賀
日産の存続を図る基礎を用意すること、などであつた。
　そのうち、第二の意図は、旧日産が、団体交渉の際、法人分離の提案の理由とし
て、滋賀工場の労働者が一時金や、賃金等の労働条件について、大阪工場より劣悪
であることに不満を抱き、大阪工場と同一水準にせよと要求し、それにより、経営
上不都合な事態が生じていると言明していること、及び、旧日産が、前記目論見書
において、分割の理由として挙げた前記④において、婉曲的に表現されているとこ
ろによつて窺い知ることができる。
　第一及び第三の意図は、法人分離後における、原告大阪日産の次の如き経営姿勢
が雄弁に物語つている。



（１）　原告大阪日産の代表者ｇは、法人分離後、それまでにも増して原告大阪日
産へ出社しなくなり、二、三日に一回、しかも一回三〇分に過ぎないという状態で
あつた。
（２）　原告滋賀日産は、原告大阪日産への発注の努力をまつたくなさなかつた。
原告滋賀日産は、ダイキンから受注が十分にあり、順調な経営であつたのにもかか
わらず、意図的に原告大阪日産への発注をなさなかつた。また、国鉄からの製罐関
係の大きな発注があつたのにもかかわらず、これを受注量の不足していた原告大阪
日産へ回わさず、外注に出すありさまであつた。
（３）　その他にも、原告らは、原告大阪日産の事業の発展にまつたく努力しなか
つた。この点につき、原告らは、分離後にも、住宅用門扉、フエンス、フラワース
タンドの製作に努力した旨主張しているが、それは、すべて法人分離前の仕事であ
る。また、原告滋賀日産は、「原告大阪日産に資金援助をすれば取引銀行からクレ
ームをつけられる。」との口実のもとに原告大阪日産への資金援助を怠つた。
　補助参加人は、旧日産のそれまでの補助参加人を嫌悪する姿勢及び閉鎖策動か
ら、右意図を見抜き、法人分離に反対せざるをえなかつた。しかし、補助参加人
は、旧日産の強引さと、旧日産は、その主張がとおらなければ、経営を放棄してき
た過去の例とに鑑み、そのような事態を回避するために、法人分離後の原告らの責
任の一体性を認めさせることを条件に、法人分離に同意せざるをえなかつた。
６　本件解散及び解雇に至つた経過
（一）　補助参加人は、原告滋賀日産に対し、原告大阪日産への発注を要請し、ダ
イキンに対し発注の増加の要請をし、あるいは補助参加人において新たな受注先の
紹介をし、さらに、運営資金の確保などに八方努力をして、昭和五一年以降意図的
に経営を放棄してきた原告大阪日産の経営姿勢を変えさせるべく説得を重ねた。
　しかし、その甲斐なく、原告滋賀日産代表者ｄは、昭和五二年五月一三日、突如
として原告大阪日産の閉鎖を提案した。そして、それに次いで、原告大阪日産は、
昭和五二年六月一日、不渡手形を出すに至つた。この手形不渡は、原告大阪日産の
閉鎖、解散を強行するため意図的になされたものにほかならない。なぜなら、
（１）　不渡金額は、一二〇万円に過ぎなかつたところ、不渡の出た翌日である昭
和五二年六月二日には、原告滋賀日産から約一〇五万八五四七円の入金がなされ、
それにより不渡処分を免れた。
（２）　不渡手形の債権者のうち三社には、不渡後間もなく、原告大阪日産からの
支払がなされている。
（３）　不渡手形の債権者については、いずれも原告滋賀日産との取引関係を維持
するため、話し合いによつて不渡手形となることを回避することが可能であつた。
（４）　昭和五二年六月一日には、多くの企業に少額の借入金の返済が行なわれて
いるから、当時資金不足であつたならば、従来からの取引関係からして話し合いに
より借金の返済を保留することが可能であつた。
（５）　原告大阪日産の代表者ｇは、昭和五二年五月三〇日の補助参加人との団体
交渉の際、原告大阪日産の実印は、原告滋賀日産の代表取締役が保管しているとの
発言をしており、これは、原告滋賀日産が原告大阪日産についての実権を有してい
たこと及びｐ総務主任の発言からみて、真実に合致している。この発言について原
告らは、「企業設備一切を補助参加人に丸取りされることを防ぐため、偽りの発言
をした。」と主張するが、原告大阪日産の工場敷地、建物の大部分はｕの所有であ
り、かつ、いずれも根抵当権が設定されていたから、譲渡協定書を交したところ
で、補助参加人が企業設備を丸取りすることにはならない。しかも、その後、補助
参加人がそれを使用協定書の交換に切り替えたことからも明らかなように、補助参
加人は、債権者が工場の機械類を持ち出し、それが散逸することを防止するため
に、右譲渡協定書を交させたものである。
　なお、前記ｇは、右不渡前の昭和五二年五月二八日、補助参加人組合員に対し、
「どうしても一二〇万円の用意ができないから手形の不渡りを出すかもしれな
い。」との予告をした。
　右のとおり、原告大阪日産が、閉鎖の提案後、手形不渡の予告をし、それを回避
できたのにもかかわらず、あえて手形を不渡としたのは、補助参加人をして、企業
閉鎖の途しかないと信じさせ、それへの反対を諦めさせるための布石としたもので
ある。
（二）　補助参加人は、右不渡発生以降、原告大阪日産の経営を立て直すべく、原
告大阪日産の代表者ｇを通じて原告滋賀日産の代表者ｄの団体交渉への出席を再三
要求した。これに対して、ｇは、「昭和五二年五月一三日の団体交渉では、大阪日



産を閉鎖したいとは発言していない。誤解されては困る。そのようにｄが言つてい
る。誤解だから別に心配しなくてもいい。だから団体交渉にｄが出席する必要はな
い。」旨繰返すのみであつた。
　昭和五二年六月二一日、同年九月二八日、同年一〇月五日、同年一〇月二七日の
各団体交渉においては、主として補助参加人から、原告大阪日産代表者ｇに対する
経営努力をすることの要請と、原告滋賀日産代表者ｄの団体交渉への出席の要請と
に終始した。ｇは、前者の点についてはのらりくらりとした態度であり、後者につ
いては言い訳をするのみであつて、同人からは企業閉鎖及び解散の話は一切出され
ず、その点について協議はまつたくなされなかつた。
　他方、補助参加人は、窮地を脱するため、自らダイキンと交渉し、原告大阪日産
の運転資金として、原告滋賀日産に一〇〇〇万円の融資をさせることに成功した。
しかし、原告滋賀日産の代表者ｄは、右のうち、七〇〇万円しか原告大阪日産に渡
さず、三〇〇万円は、原告滋賀日産に充ててしまつた。しかも、補助参加人は、六
ケ月分の未払賃金のうち三ケ月分（総額一二〇万円）しか受取ることをせず、それ
以外は原告大阪日産の運転資金に充てさせるとの協力をしたのにもかかわらず、ｇ
は、自ら一〇〇万円を費消し、かつ、同人の昭和五二年一月から四月までの手当と
して約一〇一万円を受取つた。
　ともあれ、補助参加人の努力により、原告大阪日産の閉鎖の提案は、しばらくの
間持ち出されることはなかつた。
（三）　昭和五二年一〇月二七日の原告大阪日産と補助参加人との団体交渉は、原
告大阪日産の代表者ｇの「原告大阪日産は、私の一存ではどうしようもないところ
にきている。」との発言に代表されるとおり、原告大阪日産の消極的態度に終始し
たが、これに対し補助参加人は、原告大阪日産の経営努力を要請し、その結果、最
終的には、次のとおりの確認が交された。
（１）　原告大阪日産は、昭和五二年一〇月二八日、補助参加人が原告大阪日産に
仕事を回わしてもらうべく見つけてきた会社の経営者と会うこと。
（２）　原告大阪日産は、資金導入について原告滋賀日産の代表者ｄと十分に話し
合うこと。
（３）　原告大阪日産は、昭和五二年一一月三日または同月四日のいずれかに、再
度団体交渉に応じ、その際、ｄも出席させること。
しかしながら、ｇは、翌日、原告大阪日産から逃亡し、その後原告大阪日産に姿を
見せなかつた。
そこで、補助参加人は、ｄに対し再三団体交渉の申し入れを行なつたが、同人はそ
れに応じなかつた。
　ｇ及びｄは、右のような反組合的言動をとり続けたほか、次のとおり、意図的に
原告大阪日産を破滅させる行動をとり続けた。
（１）　昭和五二年一一月一八日、ダイキンから、原告滋賀日産に対して、原告大
阪日産向けの発注がなされたのにもかかわらず、その発注の主要部分について、納
期である昭和五二年一一月二八日より遅れた同年一一月三〇日になつて、それを原
告滋賀日産から原告大阪日産へ郵送するなど、意識的に仕事を不可能ならしめた。
（２）　昭和五二年一一月七日頃、ｇとｄがダイキン金岡に赴き、原告大阪日産へ
の発注を断つた。
（３）　ｇとｄは、昭和五一年九月頃、有限会社瀬戸内興業なる別会社を設立し、
本社をｇの自宅に置き、原告大阪日産の総務課主任ｐを取締役とし、ｇが一〇〇万
円を出資した。瀬戸内興業は、その経費を原告大阪日産で清算したり、原告大阪日
産の仕事を自ら行なうなど、明らかに原告大阪日産の別会社であり、昭和五二年一
〇月以降、その営業活動が強化された。
（４）　補助参加人が、原告大阪日産に紹介した受注先は、再建のために有力な手
掛りとなりえたのにもかかわらず、ｇは、意図的にそこからの受注を不可能ならし
めた。
７　不当労働行為意思
（一）　旧日産は、補助参加人組合員である前述ｂ及びｃに反感を抱き、それを嫌
悪しており、可能ならば旧日産から排除したいとの願望を有していたところ、それ
が法人分離後の原告らにも、受け継がれたものであつて、それは、原告らの反組合
的感情に変化が無いこと、及び法人分離後における原告らの前記行動から明らかで
ある。
（二）　旧日産の営業状態の悪化は、旧日産が補助参加人を嫌悪し、閉鎖提案の前
後において、意図的に営業努力の放棄、及び、法人分離後における補助参加人壊滅



のための原告大阪日産についての破壊工作によつて、もたらされたものである。こ
のようなことがなければ、原告大阪日産の経営は決して悪化することはなかつた。
　次に、原告大阪日産の代表者ｇは、補助参加人を破壊するために自殺的行為に出
たものであつて、経営者によるそのような行為は、幾多の事例を有し、決して、企
業にとつて利益がないものではない。
（三）　以上要するに、本件解散及び解雇は、補助参加人が結成されて以来、旧日
産及び原告らがとつた一連の組合敵視行為に基づくところの経営努力の放棄の結果
であつて、その決定的動機は、不当労働行為意思にあるものである。このことは、
原告らの営業状態が悪化していたとしても、なおかつそれが解雇の決定動機とはな
らなかつたであろうことからも明らかである。
８　不当労働行為による会社解散及び解雇の無効
（一）　株式会社の解散決議が反労働組合的意図でなされた場合、その決議は、不
当労働行為として無効である。
　職業選択の自由ないし営業の自由は、自由競争を前提とする資本主義のもとにお
いて、これを認めることがより公益に合致することから保障されているに過ぎず、
従つて、公共の福祉を確保するためには、営業の開始や継続について多くの制約を
受け、営業の廃止についてもその例外とはなりえない。
　しからば、全従業員ないしは労働組合員全員を解雇することによつて、労働組合
を壊滅させることを図つた企業の廃止は、営業の自由（廃止の自由）の濫用であ
り、民法九〇条の公序良俗に反するものとして無効というべきである。このように
解しないと、通常の不当労働行為による解雇が無効であるのに対して、それが会社
解散に伴う全員の解雇の場合であれば、有効であるとの不合理な結果を招くことに
なる。
　営業の自由といえども、今日においては、大幅な制約が認められていること前記
のとおりであるから、不当労働行為を禁止して、労働者の権利を具体的に保障した
労働組合法を前提とする以上、不当労働行為を構成する会社の解散は制約を受け、
その効力を否定されるべきである。
　従つて、補助参加人の壊滅を目的としたことが明らかな本件解散決議は、憲法二
八条、労働組合法七条一号、三号に違反し、企業廃止の自由を濫用したものであつ
て、公序良俗に反するから無効であり、右解散決議に基づいて行なわれた本件解雇
も、無効である。
（二）　仮に、解散決議は有効であつたとしても、本件解雇は無効である。
　企業廃止の自由を根拠として、解散を有効としても、不当労働行為を理由として
解雇を無効とすることを妨げるものではなく、それによつて、企業主が営業を継続
せざるをえなくなつたとしても、それは企業主が労働契約上の賃金支払、ないし
は、損害賠償等の義務を負担することとなるため、間接的に労務の提供を受領する
ことを強制される結果となるに過ぎず、直接に営業の自由を侵害することにはなら
ない。
　従つて、前記のとおり不当労働行為であることが明らかな本件解雇は無効であ
る。
９　原告滋賀日産の責任
（一）　原告滋賀日産と原告大阪日産とは、形式上別法人ではあるが、次の理由か
ら、実質上同一企業である。
（１）　原告滋賀日産の工場は、元来、旧日産の一工場であつたところ、旧日産の
本社を大阪工場から現在の原告滋賀日産の工場に移転すると共に、旧日産の従前の
本社所在地に原告大阪日産を設立した。
（２）　旧日産と補助参加人との間で、原告大阪日産と原告滋賀日産とは、補助参
加人に対する責任の関係で一体であるとの合意があることを前提に、法人分離がな
された。
（３）　原告らは、共にダイキンの下請として、産業用及び家庭用空調器部品のプ
レス加工等を営み、原告大阪日産は、原告滋賀日産がダイキンから受注した仕事を
回してもらう形で仕事をし、ダイキンからの指示も、原告滋賀日産を通じて、原告
大阪日産になされていた。
（４）　原告滋賀日産と原告大阪日産との役員は、ほとんどｄ一族で占められてお
り、そのうち、ｇとｖとが共通の取締役であり、監査役も共通である。
（５）　原告滋賀日産は、法律上も旧日産と同一企業体であり、原告らの株主のほ
とんどは共通である。
（二）　原告滋賀日産と原告大阪日産との同一性を持ち出すまでもなく、右原告ら



と補助参加人との間で法人格分離後も、原告らの補助参加人に対する責任は一体で
ある、との合意を内容とする労使の協定書（丙第二三号証の一、三）が交されてい
る。
（三）　いずれにしろ、原告大阪日産の不当労働行為について、原告滋賀日産も、
その責任を免れることができない。
１０　その他の点について
　訴外ａと原告大阪日産との雇用関係、賃金の未払、夏季一時金の締結、及び、労
働災害による一時金、休業補償給付の法定外補償の締結については、別紙命令書に
記載のとおりである。
　補助参加人の組合員に対する賃金、夏季一時金の未払、及び、労災補償金の未払
が、いずれも原告らの一連の不当労働行為から考えて、補助参加人組合員の動揺を
誘い、補助参加人組合の壊滅を企図したものであるといわざるを得ず、不当労働行
為を構成することは明白である。
七　補助参加人の主張に対する原告らの認否
補助参加人の右主張は争う。
第三　証拠（省略）

　　　　　　　理　　　由

一　補助参加人が被告に対し、原告らを被申立人として不当労働行為に対する救済
の申立をしたところ（大阪府地方労働委員会昭和五三年（不）第四号不当労働行為
救済申立事件）、被告が、昭和五四年一〇月五日付をもつて、原告らに対し、別紙
命令書の主文記載の命令を発し、右命令は、同日原告らに交付されたこと、以上に
ついては当事者間に争いがない。
二　本件命令の適否
そこで、本件命令の適否について判断する。
１　当事者
　原告らの前身である日産金属工業株式会社（旧日産）は、昭和三一年四月一二
日、大阪市＜以下略＞に設立され、昭和三九年二月、ダイキン工業株式会社の指定
外注工場となり、昭和四一年六月、事業の拡張に伴い、本社及び工場を大阪市＜以
下略＞（現在の原告大阪日産の所在地）に移転したこと、その後旧日産は、昭和四
五年一二月、滋賀県甲賀郡＜以下略＞（現在の原告滋賀日産所在地）に滋賀工場を
新設し、昭和五〇年七月一日、旧日産の本社を右滋賀工場に移転したこと（これが
原告滋賀日産である）、昭和五〇年八月一日、原告滋賀日産の大阪工場が同原告か
ら分離され、原告大阪日産が設立されたこと、原告滋賀日産と原告大阪日産とは、
いずれも訴外ダイキンの下請として、産業・家庭用空調器部品のプレス加工を営ん
でいたこと、旧日産大阪工場の従業員ｂ及びｃは、昭和四七年一〇月一一日、総評
全国金属労働組合に加入し、補助参加人組合を結成したこと、以上の事実は、原告
らと被告との間で争いがなく、また、弁論の全趣旨によれば、原告大阪日産設立後
の補助参加人は、右原告大阪日産に勤務していた従業員によつて組織する労働組合
であつたこと、ｂ、ｃ、ｗ、ｈ、ｋ、ｌは、いずれも原告大阪日産の従業員であつ
て、補助参加人の組合員であつたことが認められ、右認定に反する証拠はない。
２　原告らの解散と解雇
　原告大阪日産が昭和五二年一二月二〇日の株主総会決議により解散（真実解散）
し、また、原告滋賀日産が昭和五三年三月二五日の株主総会決議により解散したこ
と、原告大阪日産が、右解散に伴い、昭和五二年一二月二六日付解雇通知書をもつ
て、その従業員ｂ、ｃ、ｗ、ｌ、ｋ、ｈの六名を解雇したこと、（本件解雇）、な
お、右解雇通知書には「これ以上企業継続の見込が立たないため、会社解散の手続
をとり、全員解雇のやむなきに至つたので解雇を通知する。未払賃金、退職金、解
雇予告手当を一二月三〇日に支払うので、清算事務所へ来られたい。」との旨記載
されていたこと、原告大阪日産は、昭和五三年一月一一日、右解雇された六名の従
業員に対する昭和五二年一二月分までの未払賃金、解雇予告手当相当額、退職金相
当額、ｈの労働災害による法定外休業補償金の未払金を、大阪法務局に弁済供託を
したこと、以上の事実については、原告らと被告との間において争いがない。（な
お、補助参加人は、原告大阪日産が昭和五二年一二月二〇日開催の株主総会におい
て解散の決議をしたことを争つているが、原告らと被告との間においては、右解散
決議のあつた事実は争いがないところ、補助参加人の訴訟行為が被参加人の訴訟行
為と牴触するときは、その効力を生じないから、本訴においては、前記の如く、右



解散の事実は当事者間に争いがないものとして扱うべきである。）
　次に、被告は、ａは原告大阪日産の従業員であると主張しているところ、原告大
阪日産は、右ａは同原告の従業員ではないとして、右ａに対しては、前記会社解散
に伴う解雇の意思表示をしていないことは、弁論の全趣旨から明らかである。
３　本件解雇と不当労働行為
　次に、本件解雇が不当労働行為として無効であるか否かについて判断する。
（一）　本件解雇は、前述の通り、原告大阪日産の真実の解散に伴つてなされたも
のであるところ、原告は、真実の会社解散に伴う解雇については、不当労働行為は
成立しないと主張しているのに対し、被告は、真実の会社解散に伴う解雇について
も不当労働行為は成立するとし、本件解雇は、補助参加人組合の壊滅を目的とした
不当労働行為であつて無効であると主張しており、補助参加人も、全従業員ないし
労働組合員全員を解雇することによつて、労働組合を壊滅させることを図つた企業
の廃止（会社の解散）は、営業の自由（廃止の自由）の濫用であり、公序良俗に反
して無効であるから、これに従つてなされた本件解雇も不当労働行為であつて無効
であると主張している。
　ところで、企業廃止の自由は、職業選択の自由、経済行動の自由の原則と表裏一
体をなすものであつて、企業の廃止は、株主（企業主体）の自由に委ねられてお
り、労働組合のために、企業を存続しなければならないという法律上の義務はない
というべきであるし、また、不当労働行為は、企業の存在を前提として初めて問題
となる事柄であつて、企業の消滅を目的とする会社の解散は、不当労働行為以前の
問題というべきであるから、会社の解散が、仮に、組合の結成や従業員の組合活動
を嫌悪し、組合を壊滅させ、組合活動を阻止する目的でなされた場合であつても、
後記の如き特段の事情のない限り、原則として、会社の解散は有効であつて、右解
散に伴う従業員の解雇についても、不当労働行為を構成しないものと解すべきであ
る。
　しかしながら、企業廃止の自由、職業選択の自由は、もとより他の自由権と同様
に無制限なものではなく、そこには、他の社会的経済的諸利益との調和や、その他
公共の福祉による一定の制限があると解すべきところ、憲法や労働組合法で、労働
者の団結権を保障している現行法制のもとでは、労働組合の健全な育成発展をはか
ることも、その社会的経済的秩序の要請であるから、企業主体の有する企業廃止の
自由と雖も、絶対無制約なものではなく、右の如き社会的経済的秩序の要請に一定
の限度で服さなければならないものと解すべきである。従つて、当該企業を取りま
く社会的経済的環境、企業の資産、資金、営業内容等の諸状況から、極めて容易に
企業経営を継続していくことのできる状況にあり、社会的経済的には、企業を廃止
する理由も必要も全くないのにも拘らず、専ら、労働組合の結成や、従業員の組合
活動を嫌悪し、労働組合を壊滅させ、組合活動を阻止する目的のみをもつて、企業
廃止（会社解散）をすることは、企業廃止の名の下に、経済的弱者である労働者の
団結権等労働基本権を一方的に抑圧するものというべきであるから、右の如き場合
の企業廃止すなわち会社の解散は、権利の濫用であり、ひいては公序良俗に反する
ものとして、当然無効というべきである。そして、会社の解散が、右のように、権
利の濫用として許されず、ひいては公序良俗に反して無効な場合には、右解散に伴
う解雇も、不当労働行為として無効と解すべきである。なお、右の場合、会社は存
続することになるけれども、その営業活動は必ずしも企業主体自づからが行う必要
はないし、かつ、これを法律上強制されることもないから、会社の解散を無効と
し、その存続を認めても、企業主体に対し、何ら憲法一八条で禁止している強制労
働を強いることにならないものと解すべきである。また、右の場合の会社解散（の
決議）の無効は、必ずしも、訴えによつてのみ主張する必要はなく、不当労働行為
の救済に関する訴訟の前提問題としても主張し得るものと解するのが相当である。
けだし、会社解散の決議が、強行法規や公序良俗に反する場合は、その決議は、当
然かつ絶対に無効というべきであるから、必ずしも無効確認の判決を待つまでもな
く、何人から何人に対しても、何時、如何なる方法でも、その無効の主張を認める
のが相当であり、ただ、訴えによつた場合にのみ、第三者に対してもその効力が生
ずると解するのが相当であるからである。
（二）　これを本件についてみるに、原告大阪日産が会社解散の決議をした昭和五
二年一二月二〇日当時、右原告大阪日産は、極めて容易にその企業経営を継続して
いくことができる状況にあり、社会的経済的に企業を廃止する理由も必要もなかつ
たとの事実を窺わせる成立に争いのない乙第四号証、同第八号証、証人ｘの証言に
より真正に成立したものと認め得る丙第三六号証の各記載内容、及び、証人ｘの証



言はいずれもたやすく信用できず、他に右事実を認め得る証拠はない。
　却つて、前掲乙第四号証、同第八号証（但し、その記載内容中、前記信用しない
部分は除く）、成立に争いのない甲第二、三号証、同第二五号証、同第二八号証の
一ないし四、乙第五号証、丙第二二号証、同第二三、二四号証の各一ないし三、同
第二五号証の一、二、同第二七号証、同第二八号証の一、二、原告滋賀日産代表者
ｄ本人尋問の結果により真正に成立したものと認められる甲第一二ないし一五号
証、同第二二号証の一、二、証人ｘの証言（但し、前記信用しない部分は除く）、
原告滋賀日産代表者ｄ本人尋問の結果に弁論の全趣旨を総合すると、次の事実を認
めることができる。すなわち、
（１）　旧日産は、訴外ダイキンの下請をしていたところ、昭和五〇年六月頃の経
営状態は悪く、固定資産約六四〇〇万円に対し、長短借入金等の負債が約一億四〇
〇〇万円もあつて、赤字経営であつたこと、
（２）　そこで、旧日産は、前記のとおり、昭和五〇年七月一日、本店を滋賀工場
に移転し（これが原告滋賀日産である）、ついで、昭和五〇年八月一日、大阪工場
を旧日産から切離し、新たに資本金三〇〇万円で原告大阪日産を設立したこと、そ
して、原告滋賀日産が、右滋賀工場を使用して、家庭用空調器用の打抜プレス板金
加工部品の製造等をし、原告大阪日産が、右大阪工場を使用して、産業用空調器用
の打抜プレス板金加工部品の製造、独自の開発にかかる建築関係製品の製造と、併
せて原告滋賀日産が受注した家庭用空調器用部品の仕事を随時まわしてもらつたも
のの製造等をすることとし、これによつて、原告滋賀日産及び原告大阪日産の営業
成績の向上をはかつたこと、
　なお、旧日産すなわち原告滋賀日産は、原告大阪日産が設立されるに当り、補助
参加人に対し、原告大阪日産設立後も、原告滋賀日産と原告大阪日産とは、その責
任において一体である旨の確約をしていること（丙第二三号証の一参照）
（３）　右の如く、原告大阪日産は、その設立後、ダイキンからの産業用空調器用
の打抜プレス板金加工部品の製造、旧日産開発にかかるスチール門扉等住宅用設
備、原告滋賀日産からまわしてもらつたダイキン発注にかかる家庭用空調器用の打
抜プレス板金加工部品の製造等を行なつてきたが、前二者の受注量が伸びず、原告
滋賀日産からまわしてもらう仕事量も、景気低迷のため、ダイキンから原告滋賀日
産に対する発注量の不振、ダイキンの原告滋賀日産を重視する経営方針を受け継い
だ原告滋賀日産の原告大阪日産への発注量の抑制等から、原告大阪日産の受注量が
減少したこと、
（４）　そして、右ダイキンの方針を察知した原告大阪日産の代表取締役ｇの経営
に対する熱意の欠如もあつて、補助参加人らが、ダイキンに対し、発注量増加の要
請をし、また、原告滋賀日産が原告大阪日産に相当の融資をしたにもかかわらず、
原告大阪日産の営業成績は極めて悪かつたこと、
（５）　そのため、原告大阪日産は、その従業員に対する昭和五一年度の夏季一時
金も、訴外労働金庫から金三〇〇万円を借受けてこれを支払い、昭和五二年一月に
なつてからは、その資金不足から、わずか一〇名にも満たない従業員に対し、約六
ケ月間も賃金の遅配が生じたし、さらに、昭和五二年六月一日には、同年五月三一
日満期の額面一二〇万円の約束手形を不渡とするに至つたこと、
（６）　ところで、原告滋賀日産は、さきに補助参加人に対し、原告滋賀日産は原
告大阪日産とその責任は一体である旨約していたけれども、原告滋賀日産は、昭和
五二年五、六月当時において、原告大阪日産に対し、合計約一五〇〇万円の融資を
しており、かつ、当時、原告滋賀日産も赤字経営であつたので、原告滋賀日産に
は、引続き、原告大阪日産に融資をして、これを支援する余裕がなかつたこと、そ
こで、その頃、原告滋賀日産の代表取締役ｄや原告大阪日産の関係者らが、補助参
加人に対し、原告大阪日産の事業を閉鎖するようにしたいと申入れたこと、
（７）　しかし、補助参加人がこれに応じなかつたので、原告滋賀日産の代表取締
役ｄや補助参加人らが、ダイキンにその支援方を要請した結果、原告大阪日産は、
原告滋賀日産を介してダイキンから融資を受けるなどして、その事業を継続してい
たところ、その後も、ダイキンからの受注量が思うように増えなかつたこともあつ
て、原告大阪日産の経営は益々悪化し、その累積赤字は増える一方であり、昭和五
二年一一月頃には、代表者のｇも一時出社しなかつたこと等もあつて、現実に操業
を停止せざるを得なくなつたこと、なお、原告滋賀日産も、引き続きその経営不振
から、その頃も、原告大阪日産を支援する余裕はなく、後記の如く、その後間もな
く解散の止むなきに至つたこと、
（８）　右のような状況の下で、原告大阪日産は、昭和五二年一〇月二七日頃、補



助参加人に対し原告大阪日産の工場閉鎖の申し入れをし、同年一一月一九日付の書
面をもつて、補助参加人に対し、原告大阪日産を解散する旨を表明すると共に、前
記のとおり、昭和五二年一二月二〇日開催の株主総会において、会社解散の決議を
し、昭和五二年一二月二六日、従業員ｂ外五名に対し解雇の通告をしたこと、
（９）　次に原告滋賀日産は、原告大阪日産が設立された後も、ダイキンからの受
注量が低迷し、業績があがらなかつた上、原告大阪日産に対し、回収の見込がたた
ない多額の融資をしたため、それが経営を圧迫し、その収益は赤字であつて、原告
大阪日産が解散した昭和五二年一二月頃当時の経営内容は極めて悪かつたこと、そ
して、原告滋賀日産は、昭和五三年二月中旬頃、ダイキンに対し、原告滋賀日産へ
の資金援助及び発注量の増加か、さもなくば原告滋賀日産のダイキンへの吸収かを
申し入れたが、そのいずれをも拒否されたこと、
（１０）　そこで、原告滋賀日産は、その後、昭和五三年三月一五日その従業員で
構成された全金同盟日産金属工業労働組合との間で、原告滋賀日産の解散に伴う従
業員全員の解雇を承認すること等を内容とする協定を締結し、前記のとおり昭和五
三年三月二五日開催の株主総会において解散決議をし、解散登記を経由したこと、
　その後、原告滋賀日産は、工場、機械、敷地等全資産を売却し、債務の一部弁済
をなしたが、最終的には、債務超過で全債務を弁済することはできないこと、
以上の事実が認められる。
（三）　そうだとすれば、原告大阪日産は、その解散決議をした昭和五二年一二月
当時、その経営が極めて容易で、社会的経済的に解散する必要がなかつたという状
況にはなく、却つて、その経営内容の極度の悪化から、企業経営を継続していくこ
とは極めて困難であつたというべきであるから、原告大阪日産の解散及び本件解雇
が、被告及び補助参加人主張の如く、補助参加人組合の壊滅を目的としたものであ
つたとしても、企業廃止自由の原則に照らし、右会社解散は有効というべきであ
り、したがつて、右会社解散に伴つてなされた本件解雇については、不当労働行為
は成立しないものというべきである。
　よつて、被告が、原告大阪日産の解散決議及びそれに伴う補助参加人組合員ｂ、
ｃ、ｗ、ｈ、ｋ、ｌに対する本件解雇を不当労働行為であるとして、それを前提
に、原告大阪日産に対し、右解雇後の賃金の支払い、原職復帰、ポストノーテスを
命じた部分（別紙命令書主文１の本文、１の（１）の一部、５、６の各命令部分）
は、違法であるというべきである。
４　ｂ外五名の未払賃金
　前掲乙第四、五号証、同第八号証及び弁論の全趣旨によれば、原告大阪日産が前
記解散をした昭和五二年一二月当時までに、その従業員であるｂ、ｃ、ｋ、ｌにつ
いては昭和五二年七月分以降、同じくｗについては同年一〇月分以降、同じくｈに
ついては同年一一月分以降前記各解雇までの賃金を支払わなかつたことが認められ
るところ、被告は、右ｂ外五名に対する賃金の不払は、原告大阪日産が、補助参加
人組合員の動揺を誘い、ひいては補助参加人組合の壊滅を企図したものであるか
ら、不当労働行為であると主張しているが、右主張事実に副う前掲乙第八号証、官
公署作成名義の成立に争いがなく、その余の部分につき、弁論の全趣旨によりその
成立の認め得る丙第三七、三八号証、同第三九、四〇号証の各一、二の各記載内容
はたやすく信用できず、他に右事実を認め得る証拠はない。
　却つて、前掲３の（二）に認定した事実に、前掲甲第二二号証の一、二、乙第
四、五号証、成立に争いのない甲第五号証の一ないし六、同第六ないし第一一号証
の各一、二、原告滋賀日産代表者ｄ本人尋問の結果、並びに、弁論の全趣旨を総合
すると、次の事実が認められる。すなわち、原告大阪日産は、前述の通り、その経
営不振から、昭和五二年一月以降、その従業員に対する賃金を遅配していたので、
原告滋賀日産の代表者らが補助参加人に対し、会社解散（事業閉鎖）の申入れをし
たが、補助参加人がこれを拒否したので、やむなく引き続きその事業を継続したこ
と、しかし、原告大阪日産は、昭和五二年七月以降も、その資金不足から、従業員
に対する賃金を遅滞なく支払うことが困難であつたので、その後、補助参加人組合
やその組合員らの承諾を得て、従業員であるｂ外五名の賃金の支払を延期していた
こと、そして、右ｂ外五名の者も、昭和五二年一一月頃までは、原告大阪日産の再
建に協力する趣旨の下に、右賃金遅配を甘受し、当時、原告大阪日産に対し、前記
賃金の遅配は組合弾圧であるとして、抗議をしたようなこともないこと、なお、原
告大阪日産は、その後、ｂ外五名に対し、右未払賃金の弁済提供をしたが、同人ら
がその受領を拒否したので、原告滋賀日産を通じて訴外滋賀銀行から借入れた借入
金をもつて、昭和五三年一月右未払賃金の全額を弁済供託したこと、以上の事実が



認められる。
　してみれば、原告大阪日産がｂ外五名に対し、昭和五二年七月分ないし一一月分
以降本件解雇までの賃金を支払わなかつたのは、被告主張の如く、補助参加人組合
員らの動揺を誘い、ひいては補助参加人組合の壊滅を企図したことによるものでは
なく、原告大阪日産の経営が不振で、右賃金を遅滞なく支払えなかつたことによる
ものであるというべきであるから、右賃金の未払は、何ら不当労働行為を構成する
ものではない。のみならず、右未払賃金は、前記の如く、既に適法に弁済供託され
て、その支払債務は消滅しているから、不当労働行為に対する救済命令でその支払
を命ずることは、できないものというべきである。
　よつて、原告大阪日産に対し、右未払賃金の支払を命じた本件命令部分（別紙命
令書主文１の（１）の一部分）も違法である。
５　昭和五二年の夏季一時金
　被告は、原告大阪日産と補助参加人とは、昭和五二年七月頃、同年夏季一時金と
して、組合員一人あたり、賃金一ケ月分（平均一三万円位）プラス一律一〇万円の
金額を支払う旨の合意が成立したと主張しており、前掲乙第八号証、丙第三七、三
八号証、同第三九号証の一、二中には、右被告の主張に副う趣旨の記載がある。し
かしながら、本件において、右夏季一時金に関する合意を記載した協定書等の書面
は証拠として提出されていないし、また、前記３の（二）及び４に認定した如く、
原告大阪日産は、その従業員に対する昭和五二年七月以降の賃金も、補助参加人組
合の承諾を得て、その支払を延期していたような状況であつたから、原告大阪日産
が、昭和五二年七月頃、被告主張の如き夏季一時金を支払う旨の合意をしたものと
はたやすく認め難いのであつて、この点に関する前掲乙第八号証、丙第三七、三八
号証、同第三九号証の一、二の記載内容はたやすく信用できず、他に右事実を認め
得る証拠はない。のみならず、仮に、右夏季一時金に関する合意があつたとして
も、原告大阪日産が補助参加人組合を嫌悪してその支払をしなかつたとの事実を窺
わせる前掲乙第八号証、丙第三七三八号証、同第三九号証の一、二の記載内容はた
やすく信用できず、他に右事実を認め得る証拠はない。
　してみれば、原告大阪日産が昭和五二年の夏季一時金を支払わなかつたことをと
らえて、これを不当労働行為であるとすることはできないから、原告大阪日産に対
し、右夏季一時金の支払を命じた本件命令部分（別紙命令書主文１の（２）の部
分）も違法である。
６　ａに対する未払賃金
　前掲乙第八号、成立に争いのない乙第一号証、丙第四八号証、証人ｘの証言によ
り真正に成立したものと認め得る丙第四七号証の一ないし四、証人ｘの証言によれ
ば、ａは、昭和五二年七月一六日頃、原告大阪日産に雇傭され、同原告から昭和五
二年九月分までの賃金は受けとつたが、それ以後の賃金は受けとつていないことが
一応窺われなくはない。
　しかしながら、被告主張の如く、原告大阪日産が、補助参加人組合員らの動揺を
誘い、ひいては補助参加人組合の壊滅を企図して、ａに対する昭和五二年一〇月分
以降の賃金を支払わなかつたとの事実に副う前掲乙第八号証、丙第三七、三八号
証、同第三九号証の一、二の各記載内容はたやすく信用できず、他に右事実を認め
得る証拠はない。却つて、前記３の（二）及び４に認定した事実及び弁論の全趣旨
からすれば、原告大阪日産は、経営不振で、その賃金を遅滞なく支払えなかつたこ
とと、前記解散の前後から、右ａが原告大阪日産の従業員であることを否定するよ
うになつたこととのため、右賃金を支払わなかつたものと認めるのが相当であるか
ら、右賃金の未払は、何ら不当労働行為を構成するものではない。
　よつて、原告大阪日産に対し、ａに対する昭和五二年一〇月分以降の未払賃金の
支払を命じた本件命令部分（別紙命令書主文２の部分）も違法である。
７　ｈに対する労災補償等
　ｈが被告主張の労災事故によつて受傷したことは当事者間に争いがなく、右事実
に、前掲甲第一一号証の一、二、乙第一号証、同第八号証、成立に争いのない丙第
一九号証、同第四五、四六号証の各一、二、証人ｘの証言、及び、弁論の全趣旨を
総合すると、次の事実が認められる。すなわち、原告大阪日産の従業員であつたｈ
は、昭和五一年一二月一〇日、プレス機械の操作中、機械の故障によつて、右手の
第二ないし第五指を切断し、右手の機能が不完全となつて、昭和五二年一一月一〇
日まで休業したこと、右ｈの右傷害による障害等級は六級であること、ところで、
原告大阪日産と補助参加人との間には、補助参加人組合員の労働災害による補償に
ついては、法定外補償を行う旨の協定があり、障害等級六級の場合に原告大阪日産



の補償すべき一時金の額は三五〇万円であるところ、原告大阪日産は、これを支払
つていないこと、また、原告大阪日産は、右以外にも、ｈの休業中は、毎月一定額
の法定外補償を行うべき義務があつたところ、右ｈに対する昭和五二年九月分及び
一〇月分の法定外補償の支払をしていなかつたが、その後、原告大阪日産におい
て、右九月分及び一〇月分の休業補償費の弁済の提供をしたのに、右ｈがその受領
を拒否したので、原告大阪日産は、昭和五三年一月、これを弁済供託したこと、以
上の事実が認められ、右認定を覆すに足りる証拠はない。
　原告らは、原告大阪日産と補助参加人との間の労働災害補償協定の基礎となつて
いる旧日産と補助参加人との間に締結された昭和四八年一一月三〇日付協定書（丙
第一九号証）による協定は、補助参加人組合員とその支援労働組合員らの強迫によ
つて締結されたからこれを取消すと主張しているが、右原告らの主張事実に副う原
告滋賀日産代表者ｄ本人尋問の結果はたやすく信用できず、他に、右強迫の事実を
認め得る証拠はないから、右強迫を前提とした取消に関する原告らの主張は、失当
である。
　ところで、被告は、原告大阪日産がｈに対する前記労災による法定外補償金を支
払わなかつたのは、ｈが補助参加人組合の組合員であることを理由とするものであ
ると主張するが、右主張事実に副う前掲乙第八号証、丙第三八号証の各記載内容は
たやすく信用できず、他に右事実を認め得る証拠はない。却つて、前記３の（二）
及び４に認定した事実からすれば、原告大阪日産は、当時、経営不振で、資金がな
かつたので、ｈに対する前記法定外の労災補償金を支払わなかつたものと認めるの
が相当であるから、右労災補償金の未払は、何ら不当労働行為を構成するものでは
ない。のみならず、ｈに対する昭和五二年九月分及び一〇月分の法定外労災補償金
については、原告大阪日産において、その後弁済供託をしたことにより、その支払
債務が消滅したから、不当労働行為に対する本件救済命令で、その支払を命ずるこ
とはできないものというべきである。
　よつて、原告大阪日産に対し、ｈに対する法定外の労災補償金の支払を命じた本
件救済命令部分（別紙命令書主文４の部分）も違法である。
８　原告滋賀日産の責任
　以上の通り、原告大阪日産の解散、本件解雇、原告大阪日産が別紙命令書主文１
の（１）（２）２４に記載の各金員を支払わなかつたこと（但し、供託された分に
ついては、その供託までの不払）は、何ら不当労働行為を構成しないから、仮に被
告主張の如く、原告滋賀日産が原告大阪日産と一体となつてその責任を負うもので
あるとしても本件救済命令において、原告滋賀日産に右各金員の支払いや、原職復
帰、謝罪広告等を命ずることはできないものというべきである。
　したがつて、本件命令のうち、原告滋賀日産に対し、金員の支払い、原職復帰、
謝罪広告を命じた部分（別紙命令書主文３ないし６の部分）もすべて違法であると
いうべきである。
三　以上検討したところによれば、別紙命令書主文１ないし６項の命令は違法であ
つて、取消さるべきである。
　よつて、右命令書の主文１ないし６項の命令の取消を求める原告らの本訴請求
は、すべて正当であるからこれを認容することとし、訴訟費用の負担につき民事訴
訟法八九条、九四条を適用して、主文のとおり判決する。
（裁判官　後藤勇　草深重明　小泉博嗣）
（別紙）
命令書
大阪地労委昭和五三年（不）第四号
昭和五四年一〇月五日　命令
申立人　総評全国金属労働組合日産金属支部
被申立人　日産金属工業株式会社

　　　　　　　主　　　文

１　被申立人日産金属工業株式会社（大阪市所在、以下「大阪日産金属」という）
は、別記組合員ら（ただし、ａを除く）に対して、左記の措置を含め、昭和五二年
一二月二六日付け解雇がなされなかつたものとして取り扱わなければならない。
　記
（１）　ｂ、ｃ、ｋ及びｌについては、昭和五二年七月分以降、ｗについては、同
年一〇月分以降、ｈについては、同年一一月分以降の各賃金相当額及びこれに年率



五分を乗じた額を支払うこと。
（２）　昭和五二年夏季一時金相当額として、各自の賃金一カ月分プラス一律一〇
万円及び昭和五二年一二月三日を始期としてこれに年率五分を乗じた額を支払うこ
と。
２　被申立人大阪日産金属は、ａに対して、昭和五二年一〇月分以降の賃金相当額
及びこれに年率五分を乗じた額を支払わなければならない。
３　被申立人日産金属工業株式会社（滋賀県甲賀郡所在）は、別記組合員らに対し
て、大阪日産金属が上記１の（１）、（２）及び２に基づき、これら組合員に支払
うべき賃金等相当額のうち、昭和五三年三月までの分（ただし、これに年率五分を
乗じた額を含む）を大阪日産金属と共同して支払わなければならない。
４　被申立人らは、ｈに対して、共同して次の措置を取らなければならない。
（１）　昭和五一年一一月二日締結の協定に基づく労働災害一時金として金三五〇
万円及び昭和五二年一二月二六日を始期としてこれに年率五分を乗じた額を支払う
こと。
（２）　昭和五二年九月分及び一〇月分の休業補償給付の法定外補償金及びこれに
年率五分を乗じた額を支払うこと。
５　被申立人らは、事業を再開した場合には、その名称の如何を問わず、別記組合
員らを、解散前の原職又は原職相当職に速やかに復帰させなければならない。
６　被申立人らは、左記の文書を申立人に対して速やかに手交しなければならな
い。
　記
　年　月　日
申立人代表者あて
　被申立人ら代表者名
　昭和五二年一二月二〇日、大阪市所在の日産金属工業株式会社を解散し、同月二
六日付けで貴組合員らを解雇したことは、労働組合法第七条第一号及び第三号に該
当する不当労働行為であることを認め、陳謝します。
７　申立人のその他の申立ては、これを棄却する。

　　　　　　　理　　　由

第１　認定した事実
１　当事者等
（１）　被申立人大阪市＜以下略＞所在の日産金属工業株式会社（以下「大阪日産
金属」という）及び同滋賀県甲賀郡＜以下略＞所在の日産金属工業株式会社（以下
「滋賀日産金属」という）は、共に申立外ダイキン工業株式会社（以下「ダイキ
ン」という）の下請として、産業・家庭用空調器部品のプレス加工等を営んでいた
が、大阪日産金属は昭和五二年一二月二〇日、滋賀日産金属は五三年三月二五日、
それぞれ解散し、共に現在清算中の会社である。
（２）　申立人総評全国金属労働組合日産金属支部（以下「支部」という）は、大
阪日産金属に勤務していた従業員で組織する労働組合であり、その組合員は、本件
審問終結時別記の七名である。
２　会社の変遷について
　大阪日産金属及び滋賀日産金属は、もともと一つの会社（以下「旧日産金属」と
いう）であつた。
　旧日産金属は、昭和三一年四月、大阪市＜以下略＞に設立され、三九年二月には
ダイキンの指定外注工場となつたが、四一年六月、事業の拡張に伴い本社及び工場
（以下「大阪工場」という）を大阪市＜以下略＞（現在の大阪日産金属所在地）に
移転した。その後旧日産金属は、四五年一二月、滋賀県甲賀郡＜以下略＞（現在の
滋賀日産金属所在地）に滋賀工場を新設したが、その後、旧日産金属は後記のとお
り、二つの法人に分離されることになり、五〇年七月一日、旧日産金属の本社を滋
賀工場内に移転したうえ（これが現在の滋賀日産金属である）、同年八月一日、旧
日産金属大阪工場を分離して、そこに新しく大阪日産金属を設立した。
３　大阪日産金属、滋賀日産金属及び旧日産金属の役員等について
（１）　大阪日産金属の役員は、左表のとおりである。
＜２０５３１－００１＞
（２）　大阪日産金属の株主は、左表のとおりである。
＜２０５３１－００２＞



（３）　滋賀日産金属の役員は、左表のとおりである。
＜２０５３１－００３＞
（４）　旧日産金属の株主は、左表のとおりである。
＜２０５３１－００４＞
４　支部及び別組合の結成について
（１）　四七年一〇月一一日、旧日産金属大阪工場の従業員ｂ（以下「ｂ」とい
う）及びｃ（以下「ｃ」という）は、総評全国金属労働組合（以下「全金」とい
う）に加入し、支部を組織した。
　同日、全金大阪地方本部（以下「地本」という）は、旧日産金属あてにｂらの全
金加入を通知するとともに、労働条件に関する要求書を提出した。
（２）　その後ダイキンの従業員で組織する労働組合（全金同盟傘下）の組合長ら
組合員七、八名が旧日産金属滋賀工場へ行き、従業員に働きかけたことなどがあつ
て、四七年一〇月中ごろ、同工場の全従業員（約二五名）によつて全金同盟日産金
属労働組合（以下「同盟組合」という）が結成された。
（３）　同盟組合が結成された後、旧日産金属では、取締役兼大阪工場長ｙが、同
盟組合の組合長ｑとともに、大阪工場の従業員に対して、「支部に入るのであれ
ば、同盟組合に入つた方がよい。これに入つておかないと一時金や賃上げのとき皆
と同じようにしてもらえない」との旨言つて、同盟組合への加入を勧誘した。その
結果、大阪工場ではｂ、ｃを除く他の従業員は全員そのころ、同盟組合に加入し
た。
５　旧日産金属の大阪工場閉鎖提案とその後の経緯等について
（１）　四八年一月一五日昼ごろ、旧日産金属代表取締役ｄ（以下「ｅ」という）
及び専務取締役ｇ（ｅの弟、以下「ｇ」という）は、大阪工場の全従業員を集め
て、「大阪工場を閉鎖する。従業員は滋賀工場へ移つてほしい」との旨提案した。
　しかし、ｅらは、閉鎖しなければならない理由を明確に告げなかつたため、ｂ及
びｃは、旧日産金属の真意は組合つぶしにあると判断してこれに反対したが、大阪
工場の他の従業員は、次々に滋賀工場へ転勤し、又は退職していつた。このため、
同年二月中ごろには、旧日産金属大阪工場の一般従業員はｂ、ｃの二人だけとなつ
た。このような事情から、大阪工場は同月六日以来操業停止状態が続いた。
　なお、退職した者の中にｆがいるが、同人は、二月三日ごろ、ｇから「おばはん
（ｂ）ら二人を辞めさせるために工場をいつたん閉めるから、一か月ぐらい下請の
『不二金属』という企業で働いてくれ。おばはんらが辞めたら再開するから、また
戻つてきてくれ」との旨告げられ、その結果二月中ごろ退職した。
（２）　閉鎖問題に関して支部と旧日産金属は、四八年一月二三日以降二月二二日
まで五回の団体交渉を行つたが、二月二二日の団体交渉で旧日産金属は、大阪工場
閉鎖の理由として、①大阪工場の現在の設備ではＪＩＳ規格の製品が作れないこ
と、②近隣から公害の問題で苦情が出ていることなどを挙げた。これに対して支部
は、作業員を補充し、生産管理体制を確立すれば、受注を消化できるとし、また、
公害による苦情も出ていないことを挙げて大阪工場の閉鎖に反対した。
（３）　二月二四日、支部は旧日産金属に対して、①工場閉鎖を撤回し、作業を継
続すること、②作業員を補充し、生産管理体制を確立すること、③大阪工場継続を
前提として団体交渉を進めることを要求した。
（４）　二月二七日、支部と旧日産金属間で団体交渉が行われた。
　この団体交渉の結果、旧日産金属は大阪工場の操業再開を約束し、同日、ｇ名で
「①大阪工場は再開する、②完全操業に至るまで組合員は従来どおり出勤するもの
とする、③再開に当たつては従来の労働条件を維持する、④今後、支部と合意に達
するまで絶対一方的措置はとらない」との旨の確認書を支部に差し出した。
（５）　しかし、旧日産金属は、その後、上記確認に基づく大阪工場の操業再開に
向けての努力をしなかつただけでなく、当初の方針どおり大阪工場を閉鎖しようと
図り、四月一八日、当委員会に大阪工場閉鎖に伴う条件についてあつせん申請を行
つた。しかし、支部は、上記確認に基づき、旧日産金属は大阪工場を再開すべきで
あり、組合員の退職を前提とするようなあつせんには応じられないとして、同月二
五日あつせんに応じることを拒否した。
（６）　この後も大阪工場は閉鎖状態が続いたが、七月四日に至つて、支部と旧日
産金属との間に次のような内容の協定が締結された。
「①　会社は、今次争議の原因となつた工場閉鎖の方針が誤つていたことを反省す
る。
②　工場閉鎖等、労働条件に重大な影響を及ぼす事項の実施、今後の企業計画、工



場運営については、会社は支部と十分協議し、その同意を得る。
③　稼動開始日は七月九日とし、同月中旬本格的作業再開を目指し、人員は、閉鎖
前の一〇名を一一月をめどに確保し、更に拡大発展の方向を目指す。
④　作業内容は、閉鎖前と同じもの（主としてダイキンの作業）を行うものとし、
作業内容の変更は支部の意見を十分尊重して行う。」
　そして、七月九日、旧日産金属は操業を再開した。
（７）　八月初めごろ、支部は旧日産金属に対して、前記協定に基づいてプレス作
業の経験のある男子従業員の補充を申し入れたが、旧日産金属はこれを受け入れ
ず、同月二七日、プレス作業の経験のない女子従業員三名を雇い入れたに過ぎなか
つた。
（８）　七月一一日から一〇月一三日まで、旧日産金属は、総務主任ｐ（以下「ｐ
主任」という）に指示して組合員らの行動を監視させ、その記録をつけさせた。こ
の事実を知つた支部は、一一月初め、ｐ主任を責めるとともにｅにも抗議したとこ
ろ、同人らはいずれもその非を認めて、支部に謝罪した。
６　会社の分離について
（１）　五〇年五月末ごろ、ｅから支部に対して、「重要な話があるから団体交渉
を開きたい」との申入れがあり、六月三日に行われた団体交渉で会社側は、「旧日
産金属本社を滋賀工場の方に移転し、大阪工場を別法人として運営する形で旧日産
金属の法人分離を行いたい」との旨提案した。
　支部側は、「大阪工場の仕事を干し上げるつもりではないか」として、その提案
を拒否したが、その後も引き続き団体交渉を重ねた結果、同月二八日の団体交渉で
会社側が「法人分離しても（両社の）実体は一つである。対支部の責任においても
一体である。ダイキンも、分離後も大阪の面倒をみると約束してくれた」と説明し
たため、支部は法人分離を了承した。
　このとき、旧日産金属と支部及び地本との間で協定（以下「六・二八協定」とい
う）が締結されたが、その内容はおおむね次のとおりである。
「①　大阪日産金属、滋賀日産金属は、法人分離後もその責任において一体である
ことを確認する。
②　滋賀日産金属は、大阪日産金属の今後の発展に向けて全面的に援助する。当面
の運転資金についても、必要に応じて援助し、また、担保の提供を行う。
③　旧日産金属と支部の間の既存の協定については継続し、あらゆる労働条件は分
離後も従来どおりとすることを確認する。
④　今後、企業計画、労働条件の変更を行うときは、会社は事前に支部と協議し、
同意を得て行う。」
（２）　こうして、前記のように、五〇年七月一日、旧日産金属本社は、滋賀工場
内に移転して、ｅはそのまま代表取締役としてとどまつた。また、八月一日、旧日
産金属の従前の所在地に新たに大阪日産金属が設立され、旧日産金属の大阪工場及
び同工場内の設備一切は大阪日産金属に引き継がれ、組合員らも、大阪日産金属の
従業員としてそのまま大阪日産金属にとどまることとなつた。なお、大阪日産金属
の代表取締役には、ｇが就任した。
（３）　同年一二月一〇日、支部及び地本は、改めて滋賀日産金属及び大阪日産金
属との間で、前記六・二八協定と同内容の協定を締結した。
（４）　法人分離後の大阪日産金属の仕事は、滋賀日産金属がダイキンから受注し
た仕事を改めて大阪日産金属へ回すという形で行われ、製品製作上の詳細について
のダイキンからの指示も直接大阪日産金属になされることなく、すべて滋賀日産金
属を通じて行われた。なお、ｇは二、三日に一度、それも三〇分ぐらい出社するの
みであつた。
７　大阪日産金属の解散と組合員の解雇等について
（１）　五二年に入つて、大阪日産金属の経営状態は悪化し、組合員らの賃金も遅
配が続いた。
（２）　同年五月一三日、ｅは大阪日産金属に来て、大阪日産金属の閉鎖を従業員
に提案した。
　この後、支部は、ｅに対して閉鎖をめぐつて団体交渉を開くよう求めたが、ｅ
は、病気等を理由に出席しなかつたため、団体交渉は行われなかつた。
　五月三〇日、支部とｇの間で、閉鎖をめぐつて団体交渉が行われたが、ｇは「も
うだめだ」などと述べるだけで、大阪日産金属の閉鎖ないし再建に関し、何ら具体
的な発言をしなかつた。
（３）　その後、大阪日産金属は、同社が振り出した金額一二〇万円の約束手形が



不渡りとなつたことを理由に、同年六月一日、事実上その営業を停止した。
（４）　不渡り発生以降も組合員らの賃金は遅配が続き、結局、別記組合員中、
ｂ、ｃ、ｋ及びｌについては、五二年七月分以降の、ａ（以下「ａ」という）及び
ｗについては、同年一〇月分以降の、また、ｈ（以下「ｈ」という）については、
同年一一月分以降の各賃金が未払いとなつた。
　なお、ａと大阪日産金属との関係については、①五二年七月一八日ごろから、ａ
が大阪日産金属において、プレス関係等の仕事に従事していたこと、②同年七月二
三日付けで、市岡社会保険事務所が大阪日産金属を事業所とする健康保険被保険者
証をａに交付したこと、並びに、③ａが同年七月分～九月分賃金を大阪日産金属か
ら受領したことが認められる。
（５）　一〇月二七日、支部とｇは、賃金遅配等の件について団体交渉を行つた。
席上ｇが、「大阪日産金属は、私の一存ではどうしようもないところにきている」
旨述べたので、支部は、「実権を握つているｅに来てもらつて話し合おう」との旨
申し入れ、ｇは、「一一月の三日又は四日のうち、ｅの都合のよいいずれかの日に
ｅに出席してもらう。確定的な期日は、明日返事する」旨述べた。
　しかし、この日以降、ｇは行方が分からず、前記話合いは実現しなかつた。
　このため、支部は、一一月一七日付けで、ｅに対して同月二一日に団体交渉を開
くよう文書で申し入れたが、ｅは、大阪日産金属の経営状況が悪化しているので、
この状態で団体交渉を行つても合意に達することは困難であるから、しばらく猶予
してもらいたい旨返答した。
　これに対して、支部は再度、ｅに対して団体交渉を開くよう求めたが、ｅは何ら
返答せず、結局、団体交渉は行われなかつた。
（６）　一二月二〇日、大阪日産金属は、株主総会において解散を決議し、同月二
六日、ａを除く組合員六名に対して同日付けの解雇通知を郵送した。それには、
「①これ以上企業継続の見込みが立たないため、会社解散の手続をとり、全員解雇
のやむなきに至つたので解雇を通知する、②未払賃金、退職金、解雇予告手当を一
二月三〇日に支払うので清算事務所へ来られたい」との旨記載されていた。
　これに対して支部は、同月二九日付けでｇあてに、「貴殿は、計画的に不渡りを
発生させ、組合員に不安を与えようとしたことを始め、長期にわたる賃金遅配、夏
季一時金未払いの状態を意図的につくり出し、更に一一月から擬装解散の目的をも
つて企業運営を一方的に放棄し、ｐ主任共々逃亡した」、「解雇は六・二八協定を
一方的にじゆうりんする不当かつ不法な行為である。解雇を即刻撤回せよ」などと
記載した抗議文を送付する一方、同日、ｅに対しても同趣旨の抗議文を送付した。
（７）　五三年一月一一日、大阪日産金属は、前記六名の、五二年一二月分までの
未払賃金、解雇予告手当相当額及び退職金相当額並びにｈの労働災害による法定外
休業補償金の未払金（後述）を大阪法務局に供託し、この旨前記六名に通知した。
　なお、この資金は、滋賀日産金属が滋賀銀行から融資を受けてきよ出したもので
ある。
　これに対して支部は、同月一九日付け書面で、ｅに対して、この通知は「貴殿と
ｇとの擬装解散、不当解雇を隠ぺいしようとするものである。一連の組合壊滅を企
図しての不当労働行為について謝罪し、解散、解雇を撤回して直ちに大阪日産金属
を再開せよ」との旨申し入れた。
　なお、前記各組合員は、本件審問終結時に至つても供託された各金員を受け取つ
ていない。
８　五二年夏季一時金について
　五二年七月ごろ、支部と大阪日産金属は、同年夏季一時金について組合員一人あ
たり賃金一か月分（平均一三万円強）プラス一律一〇万円の金額で合意した。しか
し、大阪日産金属が、前記金額を支払わなかつたため、五二年一二月三日、支部は
その支払いを滋賀日産金属に対して要求した。
　この間、滋賀日産金属は、格別問題のない経営状態で推移し、五二年夏季一時金
として平均約二〇数万円をその従業員に支払つた。
　なお、前記夏季一時金は、組合員に対しては本件審問終結時に至つても支払われ
ていない。
９　ｈの労働災害について
（１）　五一年一二月一〇日、ｈは、プレス機械を操作中、機械の故障によつて右
手の親指以外の指全部を切断するなどの災害を被つた。
　この災害について、ｈは、障害等級第六級の労働災害との認定を受け、五二年一
一月一〇日まで休業した。



（２）　ところで、本件労使間には、労働災害に関して次のような協定が存在す
る。
　すなわち、①旧日産金属・支部間に、労働災害による休業補償に関して、法定外
補償を行う旨の協定（四八年一〇月一一日締結）並びに、②大阪日産金属・支部間
に、労働災害の等級別に一時金（ｈの場合、三五〇万円）を支給する旨の協定（五
一年一一月二日締結）が存在する。
　しかし、五二年一二月二六日、大阪日産金属は、ｈに対して、前記一時金の支払
義務の存在を前提に、しばらく一時金の支払いを猶予してほしい旨通知し、その
後、本件審問終結時に至つても、前記一時金を支払つていない。
　また、上記法定外休業補償金のうち、五二年九月分及び一〇月分が未払いとなつ
ていたが、前述のとおり、五三年一月一一日、大阪日産金属は、これを供託した。
１０　その他
　五三年三月一五日、滋賀日産金属は、同盟組合と交渉し、経営不振等を理由にそ
の従業員全員を解雇することで合意に達し、従業員は、そのころ、全員退職した。
第２　判断
１　滋賀日産金属の当事者適格について
　滋賀日産金属と大阪日産金属との関係についてみると、前記認定により、次の事
実を認めることができる。すなわち、
①　滋賀日産金属は、元来旧日産金属の一工場であつたところ、旧日産金属の本社
を同工場内に移転するとともに、旧日産金属の従前の本社所在地に大阪日産金属が
設立されたこと
②　旧日産金属と支部との間で、「大阪日産金属、滋賀日産金属は、法人分離後も
実体は一つである。対支部の責任においても一体である」ことを前提に、法人分離
がなされたこと
③　滋賀日産金属及び大阪日産金属は、共にダイキンの下請として、産業・家庭用
空調器部品のプレス加工等を営んでおり、また、大阪日産金属の仕事は、滋賀日産
金属がダイキンから受注した仕事を改めて大阪日産金属へ回すという形で行われ、
ダイキンからの指示も滋賀日産金属を通じて行われていたこと
④　滋賀日産金属及び大阪日産金属の役員は、ｄ一族でほぼ占められており、か
つ、ｇ、ｖが共通の取締役で、監査役も共通であること
⑤　滋賀日産金属は、法律上、旧日産金属と同一企業体であり、したがってその株
主も旧日産金属当時と変更はないものと推認でき、これによると滋賀日産金属と大
阪日産金属の株主はそのほとんどが共通であること
　これらの事実から滋賀日産金属と大阪日産金属は、法形式上は別個の法人ではあ
るが、業務内容、出資者、役員及び取引先を共通にし、かつ、大阪日産金属独自の
経営活動がみられない事情が認められるから、滋賀日産金属と大阪日産金属は、実
質上同一の企業であるとみるのが相当である。
　したがつて、滋賀日産金属は、本件申立てについて当事者適格を有するものと認
められる。
２　大阪日産金属の解散及び組合員らの解雇について
（１）　当事者の主張要旨
ア　支部は、大阪日産金属の解散及び組合員らの解雇は、被申立人らが組合壊滅を
企図して行つた不当労働行為であると主張する。
イ　これに対して被申立人らは、大阪日産金属の解散は、赤字の累積による極度の
営業不振の結果、万策尽きて行つたものであつて、組合壊滅を目的としたものでは
ないと主張する。
　よつて、以下判断する。
（２）　不当労働行為の成否
前記認定によれば、
①　支部は、四七年一〇月一一日結成されたが、旧日産金属は、支部の結成当初か
ら、その存在を嫌悪していたこと
②　四八年一月一五日、旧日産金属は、従業員に対して、大阪工場の閉鎖を提案す
るとともに、そのころ、事実上操業を停止したが、これは、組合員を企業より排除
する意図でなされたものと考えられること
③　同年二月二七日、旧日産金属は支部に対して操業の再開を確約しながら、再開
について積極的に努力をしたとの事実は何ら認められないこと
④　いわゆる法人分離後の大阪日産金属の経営は、全面的に滋賀日産金属に依存
し、事実上、滋賀日産金属の一工場部門として存在していたに過ぎないこと



⑤　五二年六月一日、大阪日産金属振出しの金額一二〇万円の約束手形が不渡りと
なつたことを理由に、大阪日産金属は、その営業を停止したが、当時、滋賀日産金
属の経営が順調であつたことからみて、前記手形の不渡りを回避することが不可能
であつたとは到底考えられないこと
⑥　大阪日産金属は、その後、支部との間で何らの話合いも行わず、同年一二月二
六日、突然、ａを除く組合員六名に対して一方的に解雇通知を郵送したこと
が明らかであり、これらの諸事情を総合すると、大阪日産金属を解散し組合員らを
解雇したこれら一連の行為は、支部の壊滅を企図してなされたものと判断せざるを
得ず、結局、大阪日産金属のこれらの行為は、労働組合法第七条第一号及び第三号
に該当する不当労働行為であるといわざるを得ない。
　なお、ａについて、被申立人らは、「ａと大阪日産金属との間には、雇用関係は
ない」旨主張している。
　大阪日産金属が、同人に対して、解雇通知を行つていないことは当事者間に争い
がないが、前記認定７の（４）後段の事実からみると、同人が五二年七月に大阪日
産金属に採用されていたことは明らかであつて、被申立人らの前記主張は事実に反
する。
　したがつて、大阪日産金属が同人に対する解雇通知を出していないのは、単なる
手続上のミスに過ぎないものと考えられる。
　結局、ａについては、解雇の事実は存在しないが、解雇された他の組合員らと同
様に取り扱われていることからして、大阪日産金属の前記行為は、同人に対する関
係においても他の組合員らと同様の不当労働行為といわざるを得ない。
３　未払賃金について
　別記組合員中、ｂ、ｃ、ｋ及びｌについては、五二年七月分以降、ａ及びｗにつ
いては、同年一〇月分以降、並びにｈについては、同年一一月分以降の賃金が支払
われていないことは、前記認定のとおりである。
　これについて、被申立人らは、五二年一二月分までのａを除く各組合員の賃金を
供託したのであるから、不当労働行為ではないと主張する。
　しかしながら、①前記認定のとおり大阪日産金属が供託したのは、未払賃金のほ
か、解雇予告手当及び退職金を含むこと、かつ、②本件労使関係の推移からみて、
被申立人らは未払賃金等の供託により雇用関係の清算を図る意図に出たものと推認
できることからみて、仮に組合員らが解雇に異議をとどめて供託金を受領したり、
未払賃金のみを受領したりする行為に出たとしても、被申立人らがこれを容認した
とは到底考えられない。
　したがつて、前記のような意図に出た未払賃金の供託に対して、組合員らがそれ
を受領しなかつたのは当然のことといわざるを得ず、これに関する被申立人らの主
張は失当である。
　ひるがえつて、賃金遅配の理由についてみると、既に判断した被申立人らの一連
の不当労働行為にかんがみ、組合員らの動揺を誘い、ひいては支部の壊滅を企図し
たものと考えざるを得ず、被申立人らのこの措置は、労働組合法第七条第一号及び
第三号に該当する不当労働行為である。
４　五二年夏季一時金等について
　被申立人らは、五二年夏季一時金については、妥結していないから支払義務はな
く不払いを理由とする不当労働行為は成立しないと主張する。
　しかしながら、前記認定の８のとおり前記一時金について労使間で金額において
合意していることは明らかであり、かつ、一体の企業とみられる滋賀日産金属が同
社従業員に対してほぼ同額の一時金を既に支払つているのであるから、その間特段
の事情もみられない本件の場合妥結していないことを理由とする不払いは、結局の
ところ、支部を嫌悪してとられた措置と考えざるを得ず、労働組合法第七条第一号
に該当する不当労働行為である。
　なお、前記一時金の支払時期については疎明がないが、①その性格並びに、②前
記認定のとおり、五二年一二月三日、支部が大阪日産金属の支払義務を前提に滋賀
日産金属に対してその支払いを要求していることからみて、遅くとも同年一二月三
日には支払時期が到来したとみるのが相当であり、主文１の（２）のとおり命令す
る。
　ただし、ａに関しては、同人の採用時期が五二年七月ごろであるところ、同人が
同年夏季一時金の支給対象となつていたと認めるに足る疎明はないから、同人の五
二年夏季一時金に関する支部の請求は、棄却せざるを得ない。
　なお、支部は、その後の一時金の支払いをも請求するが、これについては労使間



の合意がなされたとの疎明がないから、棄却せざるを得ない。
５　ｈの労働災害による一時金及び休業補償給付の法定外補償について
（１）　ｈの労働災害一時金について、被申立人らは、この問題は大阪日産金属が
清算手続の過程で誠意をもつて解決すべきことで、不当労働行為とは無関係である
と主張する。
　しかし、本件労働災害一時金は、大阪日産金属と支部組合員であるｈとの間の雇
用関係に伴つて生じたものであるから、本件不当労働行為の成否を判断するに当た
つて、この問題を除外する理由はない。
　しかして、本件労働災害一時金が五二年一二月二六日以後も支払われていないの
は、既に判断した被申立人らの支部に対する一連の不当労働行為にかんがみ、ｈが
組合員であるがためであると考えざるを得ず、被申立人らのこの態度は、労働組合
法第七条第一号に該当する不当労働行為である。
（２）　ｈの五二年九月分及び一〇月分の労働災害による休業補償給付の法定外補
償金について、被申立人らは、既に供託したのだから、不当労働行為ではないと主
張する。
　しかし前記補償金は、未払賃金等と一括して供託されているのであるから、未払
賃金について判断したと同様の理由で前記補償金の不払いも労働組合法第七条第一
号に該当する不当労働行為といわざるを得ない。
６　滋賀日産金属の責任について
（１）　滋賀日産金属と大阪日産金属との間には、前記判断の１のとおり、実質
上、両社が同一の企業とみるべき関係が存する。
　したがつて、大阪日産金属のなした不当労働行為について滋賀日産金属もその責
任を負わねばならない。
　しかしながら、滋賀日産金属は、五三年三月二五日解散し、かつ、その従業員は
全員退職している。
　しかして、滋賀日産金属の解散については、それが不当労働行為に当たると認め
るに足る疎明はない。したがつて、滋賀日産金属の賃金等の支払いに関する責任
も、五三年三月二五日までに限ると考えざるを得ず、主文３のとおり命令する。
７　企業再開の申立てについて
　支部は、大阪日産金属の解散は擬装であり、申立外有限会社瀬戸内興業（以下
「瀬戸内興業」という）によつてその事業が引き継がれているとして、大阪日産金
属の再開及び組合員らの原職又は原職相当職への復帰をも求める。
　瀬戸内興業が、五一年九月ごろ、ｐ主任を取締役として設立されたこと、その本
店所在地がｇの自宅と同一場所であること、瀬戸内興業は大阪日産金属と類似した
内容の仕事をしていること、並びに被申立人らの解散後も瀬戸内興業が存続してい
ることなどの事実は認められるが、これらのことから直ちに、瀬戸内興業が大阪日
産金属の後継会社であると断定することは困難であり、その他大阪日産金属の解散
が擬装であると認めるに足る疎明はない。
　したがつて、結局のところ、被申立人らが、今後事業の再開をもくろんでいると
する疎明はないことに帰し、この点に関する支部の請求は棄却せざるを得ず、主文
　５のとおり命令する。
　以上の事実認定及び判断に基づき当委員会は、労働組合法第二七条及び労働委員
会規則第四三条により、主文のとおり命令する。
昭和五四年一〇月五日
　大阪府地方労働委員会
　会長　ｚ　
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